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平 成 2 6 年 第 ５ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

平成26年10月16日（木曜日）

午前10時５分開会

第４委員会室

出席委員

委員長 山 内 末 子さん

委 員 翁 長 政 俊君 具 志 孝 助君

照 屋 大 河君 髙 嶺 善 伸君委 員

委 員

當 間 盛 夫君 大 城 一 馬君委 員

欠席委員

前 島 明 男君

説明のため出席した者の職、氏名

謝 花 喜一郎君企 画 部 長

交 通 政 策 課 長 嘉 数 登君

交 通 政 策 課
真栄里 嘉 孝君

公 共 交 通 推 進 室 長

科 学 技 術 振 興 課 長 富 永 千 尋君

地 域 ・ 離 島 課 長 田 中 克 尚君

市 町 村 課 長 宮 城 力君

市 町 村 課 副 参 事 松 永 享君

島 田 勉君会 計 管 理 者

武 村 勲君監 査 委 員 事 務 局 長

平 良 宗 秀君人 事 委 員 会 事 務 局 長

君議 会 事 務 局 長 比 嘉 徳 和

本日の委員会に付した事件

１ 平成25年度沖縄県一般会計決算平成 26 年

第５回議会 の認定について（企画部、出納

認定第１号 事務局、監査委員事務局、人

事委員会事務局、議会事務局

所管分）

3 4ii
ただいまから総務企画委員会を○山内末子委員長

開会いたします。

玉城義和委員。

きのうの私の質疑の中で、５年以○玉城義和委員

内の普天間飛行場の閉鎖という問題で、私から知事

公室長に、この問題は、アメリカの当事者、在日米

軍沖縄地域調整官とかそういう方々は反対してい

る、承諾していないと。この問題については２プラ

ス２にかかっているか、かからないとこれは正式な

議題にはなっていませんよという話をしたら、きょ

う、２日の日米合同委員会でアメリカはそれについ

ては承諾していないという報道がなされています。

いささかきのうの答弁では不正確、不適切なので、

そのことについて委員長に一応申し入れしておきま

すので、後ほどで結構ですから、御相談をいただき

たいと思います。

わかりました。今の申し入れに○山内末子委員長

つきましては、要調査事項として取り扱うのかどう

かも含めて、後で皆さんと一緒に協議をしたいと

思っています。よろしくお願いします。

それでは、本委員会所管事務調査事件「本委員会

の所管事務に係る決算事項の調査について」に係る

平成26年第５回議会認定第１号の調査及び決算調査

報告書記載内容等についてを一括して議題といたし

ます。

本日の説明員として、企画部長、会計管理者、監

査委員事務局長、人事委員会事務局長及び議会事務

局長の出席を求めております。

まず初めに、企画部長から企画部関係決算の概要

の説明を求めます。

謝花喜一郎企画部長。

それでは、お手元の平成25○謝花喜一郎企画部長

年度歳入歳出決算説明資料企画部により御説明申し

上げます。

資料の１ページをお開きください。

平成25年度一般会計歳入決算について御説明申し

上げます。

企画部所管の歳入決算総額は 予算現額612億5222、

万9000円に対し、調定額469億3632万7788円、収入

済額469億3627万9788円、不納欠損額ゼロ円、収入

未済額４万8000円となっております。

（款）ごとに御説明申し上げます。

（款）使用料及び手数料は、予算現額300万7000

円、調定額159万3480円で、同額収入済みでありま
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す。

これは行政財産使用許可に係る使用料収入であり

ます。

（款）国庫支出金は、予算現額549億442万円、調

定額407億6956万6016円で、同額収入済みでありま

す。

これは主に（項）国庫補助金の沖縄振興特別推進

交付金や （項）委託金の参議院議員総選挙費等で、

あります。

（款）財産収入は、予算現額2570万1000円、調定

額4317万5002円で、同額収入済みであります。

、（ ） （ ）財産収入の主なものは 項 財産運用収入 目

財産貸付収入における沖縄県特定駐留軍用地内土地

取得貸付料と （目）利子及び配当金の市町村振興、

資金等貸し付けに伴う利子収入であります。

資料の２ページをお開きください。

款 寄附金は 予算現額150万円 調定額82万9500（ ） 、 、

円で、同額収入済みであります。

これは知的・産業クラスター形成推進寄附金とし

ての受け入れであります。

（款）繰入金は、予算現額13億7012万1000円、調

、 。定額13億2280万7473円で 同額収入済みであります

これは主に沖縄県特定駐留軍用地内土地取得事業

基金からの繰り入れであります。

（款）諸収入は、予算現額38億2858万円、調定額

、 、38億2325万6317円で 収入済額38億2320万8317円で

収入未済額は４万8000円となっております。

諸収入の主なものは （項）雑入（目）過年度収、

入の沖縄振興特別推進交付金の平成24年度から平成

25年度への繰越事業の国庫補助金であります。

また、収入未済については （項）雑入（目）雑、

入の沖縄県地上デジタル放送受信者支援事業の交付

決定取り消しに係る返還金であります。

（款）県債は、予算現額11億1890万円、調定額９

億7510万円で、同額収入済みであります。

この内訳は、地域総合整備資金貸付事業、総合情

報通信ネットワーク高度化事業等であります。

３ページをお開きください。

平成25年度一般会計歳出決算について御説明申し

上げます。

企画部の予算は（款）総務費に計上されておりま

す。

歳出決算総額は、予算現額639億1292万4000円に

対し 支出済額492億6370万1000円 翌年度繰越額103、 、

億7892万8000円、不用額42億7029万5000円となって

おります。

予算現額に対する支出済額の割合である執行率は

77.1％であります。

翌年度繰越額について御説明申し上げます。

翌年度繰越額（Ｃ）欄をごらんください。

（項）企画費の繰越額13億2462万3000円のうち、

（目）企画総務費2292万1000円は、通信施設改修事

業の実施に伴う繰り越しであります。

（目）計画調査費13億170万2000円は、離島航路

運航安定化支援事業、公共交通利用環境改善事業、

離島地区情報通信基盤整備推進事業の事業実施に伴

う繰り越しであります。

（項）市町村振興費の繰り越しは （目）沖縄振、

興特別推進交付金90億5430万5000円となっておりま

す。

次に、不用額の主なものについて御説明申し上げ

ます。

（項）総務管理費の不用額3581万2590円は、特定

駐留軍用地内土地取得事業において、普天間飛行場

内の土地取得契約実績が見込みを下回ったことによ

る委託料の執行残等によるものであります。

（項）企画費の不用額４億2419万8558円のうち、

（目）企画総務費7384万4548円に係る主なものは、

通信施設維持管理費の通信機器の修繕、機器部品交

換に要する需用費等の執行残、通信施設改修事業に

おいて鉄塔塗装工事の工事請負費及び工事設計、管

理業務委託に係る入札残など、ネットワーク整備費

において総合行政ネットワーク負担金が減額となっ

たこと等による執行残などによるものであります。

（目）計画調査費３億5035万4010円に係る主なも

のは、石油製品輸送等補助事業費において石油製品

輸送量が計画を下回ったことによる補助金の執行

残、亜熱帯・島しょ型エネルギー基盤創出事業にお

いて補助事業者の経費節減等による補助費用の減、

沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業において見

込みより利用者数が少なかったことによる負担金の

減などによるものであります。

（ ） 、項 市町村振興費の不用額37億6600万1947円は

沖縄振興特別推進交付金（市町村）事業において、

入札残や事業計画の変更による事業縮小等による交

付金の執行残であります。

（項）選挙費の不用額379万7444円は、主に事務

費の経費節減による執行残などであります。

（項）統計調査費の不用額4048万4461円は、主に

事務費の経費節減による執行残等であります。

以上で、企画部所管の平成25年度一般会計歳入歳

出決算概要の説明を終わります。
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御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

企画部長の説明は終わりまし○山内末子委員長

た。

次に、会計管理者から出納事務局関係決算の概要

の説明を求めます。

島田勉会計管理者。

出納事務局所管の平成25年度○島田勉会計管理者

歳入歳出決算の概要について、お手元にお配りして

ございます平成25年度歳入歳出決算説明資料出納事

務局に基づきまして御説明いたします。

資料の１ページをお開きください。

まず、歳入決算について御説明いたします。

出納事務局所管の予算現額は （款）使用料及び、

手数料 （款）財産収入 （款）諸収入の合計で4175、 、

万6000円でございます。

調定額は19億5086万5235円で、収入済額も同額で

ございます。

なお、使用料及び手数料の証紙収入は、欄外で説

明しておりますように、各部で予算計上しているこ

とにより、出納事務局の予算現額はゼロ円となって

おります。

次に、資料の２ページをお願いいたします。

歳出決算について御説明いたします。

（款）総務費（項）総務管理費の予算現額は５億

7927万円に対し、支出済額は５億6889万721円で、

執行率は98.2％となっております。

、 、（ ）不用額は1037万9279円で その主なものは 目

一般管理費の198万8086円の内容は職員手当等の執

行残、それから（目）会計管理費の712万7368円は

証紙売りさばき手数料に係る役務費の執行残でござ

います。

次に （目）財産管理費の126万3825円は需用費の、

執行残となっております。

以上で、出納事務局所管の平成25年度歳入歳出決

算の概要説明を終わります。

よろしくお願いいたします。

会計管理者の説明は終わりまし○山内末子委員長

た。

次に、監査委員事務局長から監査委員事務局関係

決算の概要の説明を求めます。

武村勲監査委員事務局長。

監査委員事務局所管の○武村勲監査委員事務局長

平成25年度一般会計歳入歳出決算の概要につきまし

て、お手元にお配りしてあります平成25年度歳入歳

出決算説明資料に基づきまして御説明いたします。

資料の１ページをお開きください。

歳入の決算について御説明いたします。

監査委員事務局の歳入総額は 款 諸収入となっ、（ ）

ており、収入済額が６万5419円となっております。

その内容につきましては、事務補助員に係る雇用

、 。保険料と職員の手当 旅費の戻入となっております

なお、調定額に対する収入済額の割合は100％と

なっております。

次に、資料の２ページをお開きください。

歳出の決算について御説明いたします。

歳出の合計は、(款)総務費(項)監査委員費の予算

現額１億7012万円に対しまして、支出済額は１億

、 。6266万4531円で 執行率は95.6％となっております

不用額は745万5469円で、その主なものとしまし

ては、手当等の執行残や旅費の節減等によるもので

ございます。

以上で、監査委員事務局所管の決算の概要説明を

終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

監査委員事務局長の説明は終わ○山内末子委員長

りました。

次に、人事委員会事務局長から人事委員会事務局

関係決算の概要の説明を求めます。

平良宗秀人事委員会事務局長。

それでは、人事委○平良宗秀人事委員会事務局長

員会事務局所管の平成25年度一般会計歳入歳出決算

の概要につきまして、お手元にお配りしております

平成25年度歳入歳出決算説明資料人事委員会事務局

に基づいて御説明申し上げます。

資料をめくっていただきまして、３ページをごら

んください。

初めに、歳入状況について御説明いたします。

人事委員会事務局の歳入総額は （款）諸収入の、

収入済額が160万1970円となっております。

その内容につきましては、公平審査・苦情相談業

務の受託経費、警察官採用共同試験の実施に係る経

費、事務補助員に係る雇用保険料等であります。

なお、調定額に対する収入済額の割合は100％と

なっております。

次に、資料の４ページをごらんください。

歳出状況について御説明いたします。

（款）総務費（項）人事委員会費の歳出総額は、

中ほどですが、予算現額１億6276万円に対し、支出

済額１億5678万5676円、不用額597万4324円で、執

行率は96.3％となっております。

不用額の主な内容は、人事異動等に伴う職員費の

執行残及び職員採用試験費の執行残等であります。
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以上で、人事委員会事務局所管の歳入歳出決算の

概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

人事委員会事務局長の説明は終○山内末子委員長

わりました。

次に、議会事務局長から議会事務局関係決算の概

要の説明を求めます。

比嘉徳和議会事務局長。

それでは、議会事務局所○比嘉徳和議会事務局長

管の平成25年度一般会計歳入歳出決算の概要につき

まして、お手元にお配りしてあります平成25年度歳

入歳出決算説明資料に基づき御説明申し上げます。

資料の１ページをお開きください。

初めに、歳入決算について御説明いたします。

、 、議会事務局の歳入総額は 調定額が171万1026円

収入済額が117万9087円、収入未済額が53万1939円

となっております。

収入済額のうち、(款)使用料及び手数料26万7054

円は、議会棟１階ラウンジなどの建物使用料であり

ます。

（款）諸収入の91万2033円は、ラウンジの光熱水

費及び賃金職員、嘱託員の本人負担分に係る雇用保

険料などであります。

収入未済額の(款)諸収入53万1939円はラウンジの

光熱水費でございますが、そのうち、平成26年９月

30日現在において34万6291円が収入済みとなってお

ります。

調定額に対する収入済額の割合は68.9％でありま

す。

次に、２ページをお開きください。

歳出決算について御説明申し上げます。

議会事務局の歳出総額は、予算現額が13億3734万

5000円に対し、支出済額が13億360万9713円、不用

額が3373万5287円で、執行率は97.5％となっており

ます。

不用額の主な内容を(目)別に説明いたしますと、

(目)議会費の不用額2011万2464円は、旅費及び政務

活動費の執行残となっております。

次に、(目)事務局費の不用額1362万2823円は、需

用費などの執行残、議会情報配信事業の入札残によ

る工事請負費及び委託料の不用等となっておりま

す。

以上が、議会事務局所管の歳入歳出決算の概要で

あります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

議会事務局長の説明は終わりま○山内末子委員長

した。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては 決算議案の審査等に関する基本的事項 常、「 （

任委員会に対する調査依頼について （平成26年９）」

月22日議会運営委員会決定）に従って行うことにい

たします。

なお、委員長の質疑の持ち時間につきましては、

決算特別委員会の運営に準じて、譲渡しないことに

いたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないように、簡潔に

発言するよう御協力をお願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る決算事項でありますので、十分御留意をお願いい

たします。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと存じま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

照屋大河委員。

企画部長、通告はしていなかった○照屋大河委員

のですが、総括的な質疑からお願いしたいと思いま

す。

平成25年度の決算審査ですので、沖縄21世紀ビ

ジョン、新たな沖縄振興計画がスタートして２年と

いう節目の審査だと思っているのです。そこで、企

画部長ですので、この沖縄21世紀ビジョンを先頭に

立って推進する立場の中心にあると思うのですが、

この２年間の総括を簡潔にいただければと思いま

す。

まず、この新たな沖縄振興○謝花喜一郎企画部長

計画―沖縄21世紀ビジョン基本計画は、策定主体を

これまでの国から県に移した初めての計画となって

おります。そして沖縄21世紀ビジョンを実現するた

めということで、県が強く求めておりました沖縄振

興一括交付金というものが加わりました。これが大

変特徴的な、これまでの沖縄振興計画と違う取り組
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みだったと考えております。

私の感想も交えて発言させていただきますが、沖

縄振興一括交付金、平成24年度は全国で初というこ

とで、沖縄県だけではなく41市町村の取り組みとい

うこともありまして、戸惑いもございましたけれど

も、平成25年度、平成26年度と年を重ねるごとに、

ある程度、県職員、それから市町村の職員において

も、沖縄振興一括交付金の活用方法について熟知さ

れてきて、当初の平成24年度から見た場合、大分ス

ムーズな運営がなされてきているかと思っておりま

す。ただ、やはり課題はまだございますので、それ

については今後とも引き続きしっかり取り組んでま

いりたいと考えております。

きのうも話題になったのですが、○照屋大河委員

最近新聞発表された県政プラザには、目に見える、

実感できる成果があらわれ始めている、新たなス

テージへというような政治的スローガンみたいなこ

とで、きのうは政治的利用ではないかということで

県にも申し入れをしましたが、目に見える、実感で

きる成果があらわれ始めているという評価はどのよ

うにありますか。

先ほどの答弁とも関連いた○謝花喜一郎企画部長

しますけれども、これまでの沖縄振興計画とは違っ

た、県が策定主体となってつくったということで、

しかも自由度の高い沖縄振興一括交付金を活用した

ということで、県のニーズ、地元市町村のニーズに

沿った事業を沖縄全体として取り組んだということ

で、やはりそういう意味では新たなステージに立っ

たという実感は、私自身としては持っております。

一方、感想を聞かせていただきた○照屋大河委員

いのですが、沖縄21世紀ビジョンのうち、克服すべ

き沖縄の固有課題と対応方向ということで、沖縄に

は、自然的、地理的、歴史的特性から派生してきた

固有の課題が存在する。県民が求める将来像の実現

のためには、これら沖縄の固有課題の解決を図る必

要があるということで、沖縄における米軍基地につ

いては、戦後60年余りを経た今日においても、国土

面積の0.6％にすぎない沖縄に、全国の在日米軍専

用施設の約75％が集中し、県土面積の10.2％、沖縄

本島においては18.4％を占める状態が続いている。

広大かつ過密に存在する米軍基地は、沖縄の振興開

発を進める上で大きな障害となっていることに加

え、航空機等による騒音や演習に伴う事故の発生、

後を絶たない米軍人、軍属による刑事事件の発生と

ありまして、このような沖縄に広大な米軍基地が存

在し続けており、沖縄は我が国の安全保障の負担の

大半を担い続けてきた。その負担のあり方は我が国

全体の大きな課題であり、負担の公平を図らなけれ

ばならない。締めくくりには、基地のない平和で豊

かな沖縄をあるべき県土の姿としながら、引き続き

基地の整理縮小を進めていくというものがあるわけ

ですね。

一方、平成25年度、12月だったのですが、埋立申

請を知事が承認し、その承認を根拠に現在も実際の

工事が進められているわけですね。この承認も含め

た現状に対して、沖縄21世紀ビジョンに示された先

ほど読み上げた点について、企画部長の感想を聞か

せてください。

固有課題に記載されている○謝花喜一郎企画部長

ことはよく承知しております。これは本来、知事公

室とか、埋立承認は土木建築部の所管だと思います

が、御質疑ですので答弁させていただきますが、や

はり今最後に読み上げられました基地のない姿をあ

るべき姿としながら基地の整理縮小を求めるという

ような記述が最後の締めだと思いますけれども、や

はり普天間飛行場を移設すれば、これは基地の整理

縮小につながるのではないかと私自身は考えており

ます。そういった中で沖縄の基地負担の軽減を目指

すということが、この固有課題の解決の記載内容で

はないかと考えております。

先ほど申し上げたように、基地の○照屋大河委員

集中が経済の振興を阻害しているという前提に立っ

たこの課題だと思うのですね。そういう意味では所

、 、管が云々ではなくて 振興という視点から考えれば

これだけの集中は非常に問題だとここで指摘するよ

うに、全国に発信していくような立場をとっていた

だきたいし、あるいは今言ったように、普天間飛行

場の県内移設、それが本当に負担軽減になるのかと

いう点では、県民、世論は大きく分かれているとこ

ろです。そういう意味では新たな基地の建設をしっ

かり進めることが、もうこれは耐用年数100年、200

年とも言われて、沖縄の豊かな海を埋め立ててつく

られる基地ですので、今言った企画部長の見解につ

いてはまだ県民は納得しないし、私も納得しないと

申し上げておきます。

ところで、けさの新聞、５年以内の運用停止の記

事について、米国の方針が既に示されていたという

ことで、きのうの答弁と少し食い違う点があるとい

うことで先ほど玉城義和委員からもありましたが、

この報道内容からしても、辺野古への基地の移設が

前提となった５年以内の運用停止が議論されている

ような感があるわけですね。そういう意味で、県の
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主張するこれまでの政府との取り組みと、米国が主

張する示された報道と、乖離があるのではないかと

感じているのです。基地の負担軽減につながると先

ほど企画部長もおっしゃいましたが、きょうの新聞

、 。報道を見て 企画部長の感想を伺いたいと思います

私も本日の地元両紙の記事○謝花喜一郎企画部長

は読みましたけれども、まだ私自身、事実関係も含

めて確認し、それが県が進める普天間飛行場の危険

性の除去にどのように影響が出てくるのか否かを含

めて、こういった委員会の場で申し上げるほどの情

報、それから影響等について勉強ができておりませ

んので、大変申しわけないのですが、答弁は差し控

えさせていただければと思っております。

この件については、昨年12月の政○照屋大河委員

策協議会で知事が、日米合同委員会での要請だと。

その後、県の施策、先ほど言った新聞報道なども含

めて負担軽減の材料として示されているのですが、

一方このような報道などもあって、この中身につい

て決算特別委員会で取り上げて議論をしてほしいと

いうことで、保留をお願いします。

それでは保留ということであり○山内末子委員長

ます。ただいまの事項につきましては、要調査事項

として取り扱ってほしいということですので、本日

の調査終了後に取り扱いについて確認したいと思い

ます。

照屋大河委員。

では続いて、平成25年度主要施策○照屋大河委員

の成果に関する報告書から伺いたいと思います。

19ページ、沖縄ライフ・イノベーション創出基盤

強化事業の事業内容について、入居者のニーズに対

応する施設整備を完了したということですが、本事

業は平成25年度で終わって、この平成26年度はどう

なっているのか、あるいは平成25年度事業の概要等

について伺います。

今御質疑のありまし○富永千尋科学技術振興課長

た沖縄ライフ・イノベーション創出基盤強化事業で

すが、これはうるま市の州崎に沖縄ライフサイエン

ス研究センターというものを設けております。沖縄

21世紀ビジョンで知的・産業クラスターの形成とい

うものを目標に掲げておりますけれども、それの拠

点になる施設ということでうるま市に設置しており

、 、 、ますが 平成25年度は ここで使う共用の研究機器

25機種を導入しています。沖縄ライフサイエンス研

究センターは平成25年５月から供用開始していまし

て、今５社が入居しております。

ここには沖縄科学技術大学院大学○照屋大河委員

の研究成果の受け皿という説明内容があります。こ

の沖縄科学技術大学院大学は開学して何年になりま

すか。

今、沖縄科学技術大○富永千尋科学技術振興課長

学院大学は開学して２年目になります。当初目標で

研究員数50名という目標がありまして、今ほぼ達成

した状況になっております。

研究成果の受け皿ということで、○照屋大河委員

最近になって世界的な賞を日本人の方が受賞された

というニュースがありました。一方、国立研究開発

法人理化学研究所の研究論文について、疑惑といい

ますか、不正ということがあって、さまざまな問題

が報道されたりしていますが、開学して２年、研究

成果はどのようなものが上がっているのか。あるい

は、これは非常に専門的な研究だと思うのですが、

そういった成果を判断した上で、皆さんが続く拠点

整備を多額の予算をかけてやるわけですから、核と

なる研究成果の評価をする基準、あるいはどのよう

な成果が上がっているか、その点についてはいかが

ですか。

研究成果について○富永千尋科学技術振興課長

は、おおむね２つの視点から評価ということになる

かと思います。一つはやはり学術的な評価というこ

とで、論文を世界的な学会誌とかそういうのに発表

する場合、そこで査読、いわゆるきちんとした手順

に沿って実験が行われているか、データが正確かと

いうことは審査されます。もう一方で、例えばこう

いった研究成果が産業に応用できるかどうかという

部分については、一つは特許という形で成果として

あらわれてきますし、もう一つは、その特許を活用

して事業化ということになります。

ちなみに、沖縄科学技術大学院大学は開学して２

年目ですが、ことしの夏に沖縄科学技術大学院大学

の先生方の研究成果を活用したベンチャー企業が１

つできております。

先ほど、その成果の受け皿となる○照屋大河委員

施設が完了し５社の入居があるということで、こと

し３月からですか、入居が始まって、この沖縄ライ

フサイエンス研究センター全体でどのようなパイが

あるのですか。

まず、ここの沖縄ラ○富永千尋科学技術振興課長

イフサイエンス研究センター全体に占める入居率が

今45％ということで、まだ半分余裕があります。州

崎地区というところは、商工の先行する施設も含め

て、そういったインキュベーション施設がかなり充

実しています。かつ国立大学法人琉球大学―琉球大
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学と沖縄科学技術大学院大学はこの30分圏内にある

ということで、こういったところから出てくるいろ

いろな研究成果を、こういった場所でインキュベー

トして事業化していく流れになります。

入居率100％への見通しも伺いた○照屋大河委員

いのですが、きょうの新聞だったでしょうか、沖縄

科学技術大学院大学や今言われたような琉球大学、

あるいは県内の大学が連携した取り組み、これは大

学のみに限られてくるのか、今県が進める沖縄ライ

フサイエンス研究センターとかさまざまあるものと

、 。のかかわりといいますか この２点をお願いします

１つは、最初に沖縄○富永千尋科学技術振興課長

21世紀ビジョンで言っています知的・産業クラス

ターとはどういうものかというと、要するに、大学

の研究成果というものをそういったベンチャーが企

業化して、それがきちんと産業につながる仕組みを

つくっていこうというものが知的・産業クラスター

の考え方です。その条件として、一定の場所にある

程度企業が集積する、もしくは大学と近い場所にあ

るということが一つの条件になっていて、こういっ

た仕組みを進めることによって産業につなげていく

ことになります。

きのう新聞に載っていましたのは大学コンソーシ

アムと申しまして、報道では11大学、県内のいろい

ろな大学が連携して、例えば単位の互換をしたり、

あともう一つテーマになっているのは、例えば社会

人教育のようなものを全体の大学で連携してできな

いかというものもありまして、これが大学の社会貢

献の一つと捉えられます。その中で一部、そういう

産学官連携、産業系のいろいろな取り組みというも

のも含まれていくのではないかと期待しておりま

す。

逆に言えばまだあきがあるということで、我々は

これから努力していかないといけないのですが、主

な取り組みとしては、やはり県外からある程度技術

力を持った企業を誘致したいというのが一つです。

あわせて県内の大学、もしくは沖縄科学技術大学院

大学との連携を強化させる、そうすることによって

沖縄に根づかせるということを今後取り組みたいと

考えていまして、実は今、東京でバイオジャパンと

いって、年に１回、バイオテクノロジー関係の見本

市のようなものがありまして、そこで、ほかの施設

も含めて州崎の研究施設は充実していますよという

広報、それから誘致活動に少し取り組んでいるとこ

ろです。

施設整備ということで平成25年度○照屋大河委員

についてはこれだけの予算だと。平成26年度はどう

なのか。今言った目的を達成するために管理運営と

いいますか、成果を上げていくためにどのような予

算の見通しを今お持ちなのか。例えば平成26年度は

どうなっているのか、平成27年度に向けてどういう

見通しを持たれているのか、その点について伺いた

いと思います。

今この施設について○富永千尋科学技術振興課長

は指定管理で行っています。先日、県議会で御承認

いただきまして、ちょうど去年からあいていますの

で、まず３年間、指定管理ということで行っていま

す この指定管理者が 主に県外のインキュベーショ。 、

ン施設も管理しているということもあって、結構

ネットワークがございますので、そこと連携しなが

ら誘致を進めていくことになります。あわせてまた

県内の関係する事業者にも、そういった指定管理の

ノウハウを移転してもらうというのですか、そう

いったことも同時に進めていきたいと考えていま

す。

基盤創出は予算をかけて平成25年○照屋大河委員

度で大体終了したと この創出にかかる 先ほど言っ。 、

たようなベンチャー企業を育てていくとか、そうい

う事業に対する予算をどのように検討されているの

か。

これは我々科学技術○富永千尋科学技術振興課長

振興課関係の重点施策の中に幾つかありますけれど

も、分野としては、健康・医療、あと環境・エネル

ギー、こういった分野について公募でネットワーク

型の研究というものを幾つか進めております。そう

いった公募事業にここに入居している企業の皆さん

が応募することによって、そういった研究開発を進

めてもらうことを考えております。

済みません、目的とか事業の中身○照屋大河委員

は大体わかるのですが、予算的にどのような考えを

持っているのかということです。

１つは指定管理料、○富永千尋科学技術振興課長

要するにこちらの施設を管理し、かつまた企業誘致

その他を行う予算として、３年間の債務負担行為と

して合計額で6400万円余りを議決していただいてい

ます。平成25年度の決算額でこのうち大体1900万円

を使っている状況です。

先ほどから沖縄21世紀ビジョンの○照屋大河委員

中で示されているということで、この区切りとする

10年間については、単年度の評価もしながらではあ

ると思うのですが、続けていく、あるいはそれぐら

いの時間を必要とする事業だと思うのですが、皆さ
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んはどのように考えているのですか。

ありがとうございま○富永千尋科学技術振興課長

す。確かに研究系というものはかなり時間がかかる

ということがあって、少し我慢してもらわないとい

けない期間があるのですが、おおむね今県が想定し

ている入居率として、これはこれから頑張って集め

ていきますけれども、平成25年度で50％、平成26年

度で60％、平成27年度で70％という形で入居率を上

げていきたいと考えています。

それでは続けます。○山内末子委員長

髙嶺善伸委員。

議会事務局長も見えておりますの○髙嶺善伸委員

で、県議会の決算についてはなかなかやりにくいで

すが、今、執行残が1300万円あったという説明もあ

りましたので、少し空調費のことについて実績をお

聞かせいただきたいと思います。実は議会棟のクー

ラーも老朽化していたので、多額の予算がかかるこ

とから、初めてリース事業というものをやって、債

務負担行為を10年やって、1000万円ぐらいは電気料

が浮く、経費節減にもなる、また省エネルギーにも

なるし環境にも優しいということで初めて導入した

、 。のですが 導入した後の実績はどうなっていますか

御案内のとおり、ＥＳＣ○比嘉徳和議会事務局長

Ｏ事業というものを光熱水費の削減を目的として平

成22年度に導入しました。導入初期の光熱水費の目

標削減額は、髙嶺委員がおっしゃったとおり、年間

1000万3000円でありましたが、これは導入前の光熱

水費3016万6000円の３分の１に相当する額を削減し

ていきましょうという当初の目的でございました。

その後、削減額は年々増加しておりまして、平成25

年度は1130万1000円となっており、ＥＳＣＯ事業は

順調に推移していると考えております。

これは我々が想定しなかった消費○髙嶺善伸委員

税の増税などもあって、もし仮に消費税が10％に

なったとしたら、当初予定していたような効果はど

うなりますか。

これは光熱水費に関して○比嘉徳和議会事務局長

保証契約という形になっておりますので、目標の

1000万3000円を上回ることになれば、そのリスクは

ＥＳＣＯ事業者が引き受ける形になっております。

消費税の影響額というものは今試算していませんけ

れども、これによって大きな影響があるとは、今の

ところ考えておりません。

それでも、事業者は環境省から補○髙嶺善伸委員

助をもらって事業を実施して、リース料を取るわけ

だから、それにかかる消費税は誰が負担することに

なるのか。事業者が負担するのか、県議会が負担す

るのか、どちらですか。

これは最終消費者から事○比嘉徳和議会事務局長

業者が転嫁しまして事業者が納める形になると思い

ますので、最終事業者である県が払うことになるか

と思います。

それだから、５％が10％になった○髙嶺善伸委員

ら、予測していた、あるいは期待していた削減額が

縮減するわけですよ。どれぐらい縮減しますか。

今その試算というものは○比嘉徳和議会事務局長

持ち合わせておりませんけれども、どのような影響

があるかは調べて、後ほど委員のところへでもお届

けしたいと思います。

私は空調の維持管理状態は順調だ○髙嶺善伸委員

と思っています。また、平成25年度の決算を見ても

縮減効果は出ているようです。今後10年間はリース

しているわけだから、財産の管理上の問題もあれば

委託料の問題もある、当初予想していなかった変動

要因もありますので、事業者とはきちんと協議しな

がら対応してもらいたいと思います。

次に、企画部に行きたいと思いますが、まず企画

部長、市町村課はどんな仕事をしているのですか。

まず、地方自治法、それか○謝花喜一郎企画部長

ら地方公務員法を市町村課が所管しております。そ

れから選挙管理委員会も所管しておりますけれど

、 、も 選挙管理委員会は委員会ですのでおいておいて

地方自治法、地方公務員法に基づく地方行政につい

ての指導とか、それから地方公務員法に基づく給与

等についての指導助言、そういったことを行ってお

ります。それから、沖縄振興一括交付金が創設され

たことに伴いまして、推進交付金支援班というもの

も新たに設置されたところでございます。そういっ

た業務が市町村課の業務ということです。

所掌業務の中には、地方自治体の○髙嶺善伸委員

指導とか、市町村の自治の確立及び振興に関するこ

となどがあります。そこで、一般論ですが、市町村

からどのような相談事案があるかということについ

て少しお聞きしたいのですが、例えば執行上必要な

予算を提案したが議会が否決した場合どうするかと

いうとき、市町村はどこに相談するかというと、企

画部市町村課ですか。

一般論ですが、市町村から相○宮城力市町村課長

談がよくあるケースといたしましては、法律の解釈

で疑義がある場合によく御相談がございます。今回

のように議会で否決された場合、その後の対応をど

うするかということについては、改めて次の議会に
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、 、提出するか あるいは再議とか専決が可能かどうか

このあたりを判断すると思いますけれども、こうい

う状況です。

皆さんの所掌事務の中には自治紛○髙嶺善伸委員

争処理委員というものもありますね。これはどうい

う仕事をしていますか。

自治紛争処理委員というもの○宮城力市町村課長

がございます。これについては普通地方公共団体間

の紛争の調停等を行っております。地方公共団体間

の紛争があった場合の調停を行うという役割を担っ

ております。

今私が聞きたいと思っているのは○髙嶺善伸委員

議会と執行部との関係ですので、紛争処理業務の対

象にはならないわけですか。

先ほど申し上げたように、団○宮城力市町村課長

体間の紛争に関する調停を行うこととなっておりま

す。

きのう知事公室長にも申し上げた○髙嶺善伸委員

のですが、やはり今、国境の島、与那国町で自衛隊

配備の話が進んでいて、地元の町議会と協力を得る

ようにやるべきだという当初からの方針は示されて

いるのですが、なかなかうまくいっていない。特に

町議会が、それに関する予算、議案についてはだめ

だということで今反対を示しているのです。こうい

う場合は企画部市町村課の相談事案になるのか、あ

るいはまた指導助言する事案になるのか、この辺は

議決と執行との関係でどんな認識を持っておられま

すか。

町議会の意思によるものです○宮城力市町村課長

から、それはもう団体の議決機関である町議会の意

思ということですので、それ以上について我々とし

ては申し上げる余地はないところです。

はっきりわからないけれども、具○髙嶺善伸委員

体的に少し聞きたいのです。例えば町道を廃止しな

ければ国の予算執行に影響があって、町道の廃止議

案を町議会が否決した場合、町道の廃止は議決事項

。 、 、ですから廃止ができない こういう場合 執行部は

再議はもう時間がないのでそれはやっていないの

で、次に再提案して否決された場合、そういう議会

と執行部の関係は具体的にどうかということです

よ。その場合、県市町村課、あるいは企画部として

はどういうかかわりになるのですか。

執行部が提案した町道の廃○宮城力市町村課長

止、これに対して議決機関が賛同しなかったという

ことですので、執行部側と議決側である町議会で十

分に調整協議すべきものだと考えております。あく

までも与那国町の内部の協議によるものではないか

と考えます。

もう一つ、その区域に簡易水道給○髙嶺善伸委員

水使用ということで委託費を計上したら、これも否

決されているわけですよ。したがって、地方自治法

上議決議案となっているものが否決された場合、町

はこれを執行できないわけですよね。この辺の認識

はどうですか。

これについても予算案が認め○宮城力市町村課長

られなかった。例えば予算議案の場合、これが義務

的な経費であれば再議に付すことができることに

なっておりますので、当該経費が義務費であるか否

か、このあたりも判断の基準の分かれ目になるかと

思います。

先ほど来、市町村課長が答○謝花喜一郎企画部長

弁させていただいておりますけれども、やはりそれ

ぞれの地方自治体は、自主的に主体的に執行部が議

会に趣旨説明を行って、議会はまた真摯に執行部の

話を聞いて、自治体の課題解決に向け取り組んでい

くというスタイルだと思っております。県はそれに

対して、必要な法令上の助言等はすることが可能だ

と思っております。委員が御質疑の県はどんな対応

をとるのか、とれるのかということについては、も

し今の町道廃止の話、それから予算否決の問題につ

いて与那国町執行部が必要だと判断したならば、改

めて議会に対して丁寧に説明を行って、再度議案の

提出を行うことになるだろうと考えておりますけれ

ども、あくまでもこれは執行部が議会に丁寧に説明

を行っていただきたいということしか、県の立場と

しては今のところ申し上げることはできないという

ことを御説明させていただいているところでありま

す。

少し見解だけ聞いておきたいので○髙嶺善伸委員

すが、専決処分の対象になり得るのですか。

議会の否決された事案につい○宮城力市町村課長

ては専決の対象とはなりません。専決の条文としま

しては地方自治法第179条の専決処分、この対象に

はなり得ないというところです。

いずれにしても、地方自治体で議○髙嶺善伸委員

会と執行部は車の両輪のように抑制と均衡で、やは

り住民の福祉の向上、地域発展のためには、丁寧に

説明して議会の協力を得ることが必要だと思うので

すよ。今どうも国の事業が強引になされている嫌い

があって、他の関連事業もありますし、議会との対

応もありますので、与那国町あたりから―ほかの市

、 。町村も 必ず市町村課に相談に来ると思うのですよ
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ぜひ適切な指導をしていただくようにお願いしてお

きたいと思います。

次に行きたいと思います。幾つかの事業がありま

すが、先ほどの企画部長の読み上げの中で計画調査

費３億円の不用額にかかわるので２点ありました。

少しわからないのが、亜熱帯・島しょ型エネルギー

基盤創出事業について、主要施策の成果に関する報

告書では22ページですが、どんな事業の内容で、ど

ういう成果があるのですか。

亜熱帯・島しょ型エ○富永千尋科学技術振興課長

ネルギー基盤技術研究事業ですが、この事業は、特

に本県の化石燃料の使用低減、もしくはエネルギー

の多様化を促進するため、民間主導による産業化を

見据えた研究開発という内容になっています。この

事業は平成24年度に公募しまして、現在５つのプロ

ジェクトが同時に進行しております。

内容ですが、一つは、テーマとして亜熱帯・島嶼

地域資源を活用した基盤技術創生事業ということ

で、これは主にバイオ燃料です。このバイオ燃料に

ついては、一つはヤトロファという植物からバイオ

ディーゼルをとるというものと、もう一つはソルガ

ムという植物からバイオエタノールをとるという実

証事業になっています。もう一つは、亜熱帯・島嶼

地域に適した分散型エネルギーシステムの構築とい

うことで、これは地域におけるエネルギーマネジメ

ントシステムということで御理解ください。内容と

しては、主にホテルなどで蓄電池を利用してビルの

エネルギーのマネジメントをするシステムの開発。

それともう一つは太陽光発電、これは今接続の関係

でいろいろ問題になっていますけれども、太陽光そ

れぞれを直流で接続して全体として制御していくと

いった研究。それとあと、ＥＶによる船、ＥＶ船の

実証ということで、このＥＶ船については石垣市で

実証研究をするという内容になっています。

平成24年度から事業を始めて、今○髙嶺善伸委員

度で終わりですか。今後の見通しはどうなっていま

すか。

これは平成24年度か○富永千尋科学技術振興課長

ら着手しておりまして、事業としては平成28年度ま

で実証が続きます。おおむね実証設備の整備という

ものは今年度でほぼ終了する。その後、実証のため

のいろいろな運転をしていくという内容になりま

す。

それで皆さんの成果としては、モ○髙嶺善伸委員

デルとなる事業が創出されとあるのですが、具体的

にこの事業の成果はどういうものに展開されている

のですか。

一つは、沖縄島嶼で○富永千尋科学技術振興課長

のエネルギー問題というものは、大体共通した課題

を持っております。例えば最初にありましたバイオ

燃料につきましては、まず、収穫のよい品種を探す

のが一つ大きな課題です。あともう一つは、単品だ

とどうしても採算がとれないので、複合利用してい

くことが大きな課題です。そういう中で、今ヤトロ

ファとソルガムについても優良品種の候補がほぼ見

つかっておりまして、この栽培試験をしているとこ

ろです。あと製造プラントということで、例えば絞

りかすをさらに家畜の肥料に使ったり、そういうこ

とをすることによって全体としてのコストパフォー

マンスを上げていくという実証実験をしておりま

す。

あと、例えば電池によるエネルギーシステムとい

うものについては、実際に今ホテルの中で太陽光と

組み合わせてマネジメントシステムをやっていまし

て、これによって電力使用量のピークを抑えること

ができる。そうするとトータルとして電気料を下げ

ることができるということが少し見えてきておりま

す。

あと、先ほどの直流電源でつなぐということは、

実は沖縄科学技術大学院大学の宿舎で複数設置して

やっておりますけれども、こういったものも特に系

統電源につながないでエネルギーの受給ができると

、 。ころで 今後少し効果が出てくると考えております

いや、この科学技術振興費で使わ○髙嶺善伸委員

れる委託料とかこういう実証事業、金をじゃぶじゃ

ぶ使っているような気がしてならないのですが、こ

れは最終的には事業費は幾らで、費用対効果という

意味で効果はどれぐらい見込んでいるのですか。

今、事業費で申しま○富永千尋科学技術振興課長

して、平成24年度と平成25年度でおおむね10億円の

事業費になっております。今後こういった事業が展

、 、開することによって １つ我々が期待しているのは

まず県内における事業化も一つでありますけれど

も、同時にこのエネルギー関係は、例えば太平洋島

嶼諸国とか、それからあと東南アジア、こういった

ところと共通の課題として持ち合わせていますの

で、そういったところへの事業展開によって、その

効果を出していけると考えております。実際、今は

研究事業ということで、例えば具体的にこのモデル

が出てきたときにどれぐらいの費用対効果という試

算は、現時点ではやっておりません。

残念だね。もう少し具体的な事業○髙嶺善伸委員
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効果を考えた予算執行をしてください。

申しわけございませ○富永千尋科学技術振興課長

ん。今、少し舌足らずだったのですが、全体で事業

期間が５年ございます。ことしで３年目ということ

で、これからいろいろ実証していく中で、そういっ

た費用対効果が精査されていくということで、御理

解いただきたいと思います。

確かに一つ一つの事業についてはそれぞれ目標を

立ててやっております。例えば先ほど説明したヤト

ロファの事業に関しましても、実際今、県内の廃棄

物処理施設で重機を使っているのですが、ここの重

機はヤトロファを使った燃料を使っているというこ

とで、実際に事業ベースで動いている部分もござい

ます。そういうことも含めて事業の効果が出るよう

、 。に これからまたやっていきたいと考えております

どうも順序が逆のような気がする○髙嶺善伸委員

ので、今後気をつけて、予算措置効果に対する検証

をしてください。

次に行きます。28ページの石油製品輸送等補助事

業ですが、先ほどの企画部長の説明では、石油製品

輸送量が結構下回ったことによる補助金の執行残と

いうのですが、離島における石油製品の需要という

か流通量がかなり減ったことになるのですか。

なぜそれを聞くかというと、むしろ平成25年11月

から補助対象を拡充して、小規模離島の石油製品に

ついては是正すべく事業を拡充してきたわけですの

で、予算が不足になるのかなと思ったら執行残が出

ているものだから、その辺の兼ね合いも含めて説明

してください。

今の御質疑で、まず離○田中克尚地域・離島課長

島への輸送量そのものが順次減ってきているという

、 。ことは 最近のトレンドとしては事実でございます

ただ、この予算に関しては、私たちも輸送費の全額

を措置するということがあるので、これは予算の積

算上の問題になるのですが、足りなくなっては困る

ので、ある程度余裕を持って見積もっているという

ことが１つ。それから、昨年度は御存じのように事

業を拡充するということがありましたので、これも

いつから拡充できるのかということも、なるべく多

くの期間が拡充できた場合、実際には12月からだっ

たのですが、10月からできた場合ということで、こ

れも多目に拡充に要する経費を見込んで予算措置し

ていただいたということもありまして、計画を下

回ったような状況でございます。

石油製品の輸送量が減ったという○髙嶺善伸委員

ことは、実績として対前年度で幾らが幾らに減って

いるのか、計画時の幾らが幾らになったのか、その

辺の数字を少し教えてください。

まず、輸送量全体で申○田中克尚地域・離島課長

しますと、昨年度は13万6433キロリットル、これは

全油種合わせてあります。平成24年度が13万5211キ

ロリットルということで、ここ二、三年は13万キロ

台ですが、いっときといいますか、もう10年前、20

年前で申しますと、20万キロリットルほど輸送して

きた時代もあります。最近は15万キロリットル、14

万キロリットルと、徐々にですが減ってきているよ

うな状況がございます。

このように離島における石油製品○髙嶺善伸委員

の需要といいますか、供給量が減るということは、

離島振興の立場からするとどういう要因を考えてお

られますか。

それが本当にどういう○田中克尚地域・離島課長

原因か、詳細に全て分析しているわけではないので

すが、その年の公共事業の量でありますとか、宮古

島市などではエコカーを導入する取り組みが少し進

んでいたり、やはり電気自動車とかああいうものが

民間でも浸透しつつあるあたりでも石油製品の使用

量が減ってきている。日本全体でもそういうトレン

ドが少しあると分析していますので、そういったあ

たりが影響しているのかなと感じています。

それで、特別措置の期間もありま○髙嶺善伸委員

すが、沖縄21世紀ビジョンを前提にして考えたら、

引き続き離島の定住条件を維持できるようにしない

といけないわけですよ。今の特別措置を原資として

やる事業ではなく、恒久的な輸送費の補助の制度化

というものをどう考えていますか。

今、私たちの原則とい○田中克尚地域・離島課長

うか、基本的な方針としては、復帰特別措置の中で

整備された国税の減免の一部を財源として石油価格

調整税を創設してやらせていただいていると。私た

ちの財源は約10億円ほどかかるのですが、これをど

こから求めるのかというような話になれば、財源論

というところにもかかってくると思います。私たち

はやはり国税、地方揮発油税の減免を前提として、

そこをもとに独自の財源を創設しているというス

キームは続けていきたいという方針でございます。

現状はわかりますよ。離島振興と○髙嶺善伸委員

いう定住条件の整備を考えたら、今のうちに恒久財

源を確保して制度化する。離島にあっても石油製品

の価格差がないということが、この制度の意味につ

ながると思うのですよ。いつなくなるかわかりませ

んでは、離島というものは先行き不安ではないです
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か。制度化についてもう一歩踏み込んだ検討はでき

ないですか。企画部長、どうですか。

今、地域・離島課長から答○謝花喜一郎企画部長

弁させていただきましたように、やはり財源をどう

するかということが恒久化においても大変重要だと

思っております。今現在、例えば離島の生活コスト

の低減実証事業などもやっていますが、まだ実証事

、 、業の段階で これについて今後どうするかも含めて

我々はいろいろと関係部局と調整もさせていただい

ておりますけれども、今、離島生活コスト低減実証

事業を恒久化という形でできるかということは、少

し心もとない部分が実はまだまだございます。

それに比べてと申しましょうか、例えば石油製品

については、復帰後からこの揮発油税に係る税源を

担保としまして、財源といたしまして、離島の石油

製品の輸送コストの低減化を図ってきた経緯があり

ます。今般、その親元になる揮発油税の軽減措置の

期限が切れるということで、県は関係団体、機関と

連携しまして国に対してその延長を求めているとい

うことで、当面はこの部分で延長を求めて、それを

財源とした石油製品の輸送コストの低減化というも

のが、ある意味一番着実といいましょうか、堅実な

方法ではないかと考えているところでございます。

ただ、委員が御指摘の離島の定住条件の整備、コ

ストの低減化、これはもう我々は大変重要な課題で

あることは十分承知しておりますので、そういった

面で揮発油税の軽減措置期限の延長はしっかりかち

取りたいと考えております。

関連しますので、離島生活コスト○髙嶺善伸委員

低減実証事業、これもいろいろ頑張っているようで

すが、この今の状況と成果についてお聞かせくださ

い。

こちらも平成24年度か○田中克尚地域・離島課長

ら事業を開始しておりまして、昨年12月に制度の一

部変更といいますか、スキームの変更をさせていた

だいたところでございます。去る９月11日に今年度

の低減実証事業の検証委員会というものを開きまし

て、その場でも御報告させていただいたのですが、

まず、対象離島において、本事業の趣旨に沿った商

品販売をしている小売店は全て登録していただいて

おりまして、旧スキームのときに比べますと補助金

の交付額が２倍になるということで、活用度が向上

しているという話が一つございます。それから、実

際に価格が下がっているのかというところにつきま

しても、制度開始前の指標と比べますと約２割の価

格の低減効果が認められるという評価をいただいて

いるところでございます。

２割も低減できたら効果は大きい○髙嶺善伸委員

ので、この対象市町村をもう少し広げることはでき

ないですか。

この事業は、まず実証○田中克尚地域・離島課長

事業としてしっかり効果を出すのと、３年間かけて

やるということが最初の予定でございまして、今年

度が最終年度ということになります。１度、検証委

員会でも成果が出ているというような報告をしてい

るのですが、正直申し上げて12月から制度拡充に

なっていますので、少なくとも１年はきちんと検証

期間をとりましょうということなので、年明けに最

終的なこの事業としての報告を出すような段取りに

なっております。その後、来年度以降に、本格実施

に向けた取り組みを始めていきたいと考えておりま

す。

企画部長、成果も出ているし、実○髙嶺善伸委員

証実験以降の拡充と制度化、これは沖縄振興一括交

付金が終われば終わりではなくて、制度化できない

ですか。その辺の取り組みについて最後にお聞きし

ます。

離島の定住条件の整備とい○謝花喜一郎企画部長

うものは、やはり固有課題の一つとして沖縄21世紀

ビジョンの基本計画に我々はしっかり書かせていた

だいています。この事業を実施した背景も、やはり

離島市町村と意見交換した際、コスト高という声が

大きかったということで、我々がこの事業を開始し

たという経緯がございます。先ほど地域・離島課長

からありましたように、この実証事業の検証結果を

踏まえまして、これについてあと１年しっかり実績

を示して、その後については、またさまざまな有識

者の意見を聞いた上で、拡充等について今後検討し

ていく、そういう流れになると考えております。

玉城義和委員。○山内末子委員長

県政プラザのことで少し一言触れ○玉城義和委員

ておきたいのですが、平成25年度は県政プラザとい

うものは出していないのですか。

県政プラザの所管は知事公○謝花喜一郎企画部長

室でやっております。県政プラザというような紙面

ではなかったと思いますけれども、新聞を活用して

の沖縄県政の広報というものはこれまでも行われて

いたのではないかと思います。済みません、所管で

はないものですから、明確な答弁になっていないか

もしれません。

県政プラザのことしのもので一番○玉城義和委員

の問い合わせ先は、企画調整課というものは全部に
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共通していますよね。

企画部は、沖縄21世紀ビ○謝花喜一郎企画部長

ジョン基本計画、それから沖縄21世紀ビジョン実施

、 、計画 それぞれＰＤＣＡなどもやっておりますので

沖縄県全体の進行管理等を総括させていただいてい

ると考えています。

そういう意味ではまさに関連があ○玉城義和委員

るということでありまして、調べてみると、平成18

年以降は県政プラザを出していないですよね。沖縄

21世紀ビジョンも出発していて、恐らく去年とかお

ととしはまさに出すべき時期だったと思うのです。

去年も含めてその辺はどういう見解ですか。

実は、昨年の今ごろからで○謝花喜一郎企画部長

しょうか、組織改正という議論がなされまして―組

織ビジョンというものがなされまして、今の各省庁

に類似したといいましょうか、語弊があるかもしれ

ませんが、縦割り的なものをもう少し大くくりでで

きないかという議論があったと思います。結果とし

てそういった組織体制にはできなかったわけです

が、運営のあり方として、ある程度部局間の連携と

、 、かが必要ではないかということで 部門別戦略会議

そして全体戦略会議というものができました。例え

ば企画部でありましたら知事公室と連携して行う、

土木建築部は環境部と連携して行う、そういった部

門別戦略会議だとかがそれぞれの部門ごとに行われ

ております。

知事公室と企画部の部門別戦略会議の中で、５月

ごろだったと思いますが、いろいろ話し合いを行い

まして、企画部からもいろいろ御提案しているわけ

ですが、その際に私が記憶しておりますのは、知事

公室から、広報のあり方について、戦略的に、全庁

横断的にやりたいというような話がございまして、

これはやはり我々、沖縄21世紀ビジョンを所管して

広く県民に参画と協働を求める中においても広報は

大変重要だということから、これはぜひ部門別戦略

会議でも取り上げて、しかも全体戦略会議でも取り

上げようではないかという話をした記憶がございま

す。その流れを受けて、県政プラザでの沖縄21世紀

ビジョンの広報になったと私は理解しているところ

でございます。

今さらながらの話を今されても困○玉城義和委員

りますが、県政プラザの著しい特徴点は、平成18年

度以降はみんな断定的なのです。やりましたとか、

要するに過去形なのです。成果を挙げているわけで

すね。ところが、今回の県政プラザは、そういう意

味ではほとんど、要請しましたとか、計画されてい

ますとか、必要があります、取り組みます、予定し

ています、目指しています、整備します、要するに

これからやりますということが非常に多いのです。

これが著しい違いであって、過去、６年前までに出

されたものを全部洗ってみますとそこが全く違うの

で、私どもとしてはそれできのうも知事公室長に、

これは少し行政行為としてはおかしいのではないか

ということを申し上げてきました。これ以上は申し

上げません。

それで次に移りますが、決算状況の説明資料の中

の沖縄振興特別推進交付金が翌年度繰越額90億円で

すか。これについて、それぞれ説明していただけま

せんか。

まず、平成25年度分の沖縄○謝花喜一郎企画部長

振興特別推進交付金の予算現額317億7000万円に対

しまして、支出済額、執行額は215億137万7000円で

、 、67.7％ 翌年度繰越額は87億4541万3000円で27.5％

不用額は15億2321万円で4.8％となっております。

僕は平成25年度歳入歳出決算説明○玉城義和委員

資料を見ているけれども、沖縄振興特別推進交付金

のところですね。

繰越額の90億5430万5000○松永享市町村課副参事

円の内訳でございますけれども、まず市町村の交付

金と町村支援事業の分が積算されております。市町

村の沖縄振興特別推進交付金の合計額を申し上げま

すと、89億5949万6000円となっておりまして、その

内訳が平成25年度の現年度分としまして87億4541万

3000円、それと平成26年度に繰り越した分２億1408

万3000円、合わせまして約89億円余りということに

なっております。町村支援事業がございまして、町

村支援事業の繰越額が9480万9000円、これを合わせ

た額が先ほどの90億円余りの額ということになって

おります。

町村支援事業というものは幾らで○玉城義和委員

すか。

現在、離島、過疎等の18○松永享市町村課副参事

町村でございます。

これに対して交付した金額は幾ら○玉城義和委員

ですか。

平成25年度の現年度分と○松永享市町村課副参事

しまして２億4849万9000円、平成24年度からの繰り

越しとしまして5093万6000円となっておりまして、

合計で２億9943万5000円ということになっておりま

す。

これで２億9000万円、約３億円。○玉城義和委員

18団体で一番多いところで幾らで、少ないところで
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幾らですか。

平成25年度の実績で申し○松永享市町村課副参事

上げまして、一番大きいところが本部町でございま

して、約１億600万円でございます。一番小さいと

ころで北大東村で188万1000円でございます。

本部町はそれで合っていますか。○玉城義和委員

本部町を正確に申し上げ○松永享市町村課副参事

ます。１億681万8000円でございます。

間違いないですか。２億9000万円○玉城義和委員

のうち１億円は本部町なの。

、 。○松永享市町村課副参事 はい そうでございます

それでは次に移ります。交通問題○玉城義和委員

で、一つ、まずバスレーンの問題ですが、９時半ま

でだったのが９時になって、非常に助かっていると

いうか、私もきょう、国道58号から来たのですが、

宜野湾市の伊佐ですか、あそこから大体９時になっ

て一斉に左側に寄っていくことによってかなりすく

。 、のですよね 私は何回も同じことを言っていますが

９時も含めて８時半過ぎるとほとんどバスには乗っ

ていないのですね。がらがらで、それで左側はずっ

とあけて通っているということで、30分繰り上げた

のはよかったけれども、私は、せめてあと30分ぐら

い、一緒に繰り上げて８時半ごろまでにしたほうが

いいのではないか。本当に右側２車線は物すごく混

んでいて、通ったことがある人でないとわからない

ぐらい非常に不愉快というか、大変混んでいるので

す。その辺はどうですか。

バスレーンの時間の変更に○謝花喜一郎企画部長

つきましては、実は県警察本部において管理してお

りまして、この件について企画部との調整というも

のはなされておりません。知事部局におきましては

権限がないといいましょうか。ですからこの経緯等

を含めてお話しできないのですが、ただ、我々、い

わゆる自家用車からバスへということを推進してい

る立場上、やはり今後もできるだけバスに乗ってい

ただくということが、我々が今進めている基幹バス

構想にも資することになりますし、長期的な鉄軌道

の導入にもつながるものと考えているところでござ

います。少し委員の御意向とは沿わない部分はある

かもしれませんが、できるだけバスの優先レーンと

いうものを持っていたいというのが、今の我々企画

部の考えでございます。

乗用車からバスに乗り移ればそれ○玉城義和委員

でいいのですよ。ところが、現状はバスレーンをつ

くることによって右側の２車線が混む現状にあるわ

。 。けよね それはどう考えるかと言っているのですよ

やはりバスレーンの延長と○謝花喜一郎企画部長

いうことも、すぐあすからということになりますと

大変な混乱を招くということは十分承知しておりま

す。ですから、その延長に当たりましては、周辺住

民の理解と協力なくしてはできないということで、

今、県におきましては、来年２月にバスレーンの延

長を試行的に２年ほどさせていただいこうというこ

とで、周辺の企業とか地元自治体に対して説明等を

行っているところでございます。御指摘のように、

このバスレーンの拡充、延長については、地元住民

に対して丁寧に説明を行うことがとても重要であろ

うということは十分に認識しております。

いや、質疑に答えていないわけで○玉城義和委員

す。要するに、交通緩和するためにあるわけでしょ

う。ところが、それが逆になっているということを

言っているわけで、むしろ県警察と知事部局は意見

が対立しているのではないの。県警察はもっと切り

上げたいけれども県が反対しているのではないの。

先ほども言いましたけれど○謝花喜一郎企画部長

も、時間について我々との調整は特になかったとい

うことでございます。ですから県で、もっと時間を

短縮することをとめたということは事実としてござ

いません。

一方で、バスレーン延長について県警察は、ある

意味、渋滞について懸念はあるということで、県警

察本部から我々に対しての要望といいましょうか、

指摘は、住民に対してしっかりと説明を行うように

ということと、それから指導員の配置について知事

部局においてもしっかり対応してもらいたい、そう

いった２点が県警察本部からの要請だったというこ

とがございまして、実はそれについては予算化等を

含めて対応させていただくということをお約束した

ところでございます。

バスレーン延長は反対ですね。現○玉城義和委員

状に逆行することですよ。形式論的な政策で、現状

を全く無視していると思いますね。だからむしろ時

間を縮めてもらいたいと思います。

次に、鉄道についてですが、去年を含めて現在ま

での到達点、どこまで計画が行っているか、それを

説明してください。

鉄軌道につきましては、こ○謝花喜一郎企画部長

れまでも答弁させていただきましたけれども、昨年

度で複数の導入ルート、事業スキーム等について調

査を行いまして、平成26年度から平成27年度にかけ

てルートの選定等、県の計画案の策定を行いたいと

御説明させていただいているところでございます。
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実は14日に、沖縄鉄軌道・計画案策定プロセス検討

委員会というものを立ち上げまして、鉄軌道の導入

に向けましては手続が極めて重要であろうというこ

とで、そのプロセスと検討するに当たっての体制に

ついて、この沖縄鉄軌道・計画案策定プロセス検討

委員会の中で御議論いただくということで14日に開

いたところでございます。

どんなメンバーですか。○玉城義和委員

まず、この沖縄鉄軌道・計○謝花喜一郎企画部長

画案策定プロセス検討委員会の趣旨は、先ほど言い

ましたように、客観性、公平性、中立性を保って、

しっかりと手続、プロセス、それから組織体制につ

いてできているかを御議論いただくためのもので、

新聞等でも公表されていますのでお名前を読み上げ

ますが、弁護士会から御推薦をいただいた玉城辰彦

弁護士、それから行政法の専門家でございますが沖

縄国際大学の前津教授、それから東京大学の公共政

策大学院というものがございますが、松浦教授、そ

して淑徳大学の経営学部長ですが、観光経営学の専

門でございます廻洋子先生、そして東京工業大学大

学院の国土交通計画合意形成の専門家でございます

けれども、屋井鉄雄先生、この５名の委員で沖縄鉄

軌道・計画案策定プロセス検討委員会を立ち上げた

ところでございます。

この５人の選考の考え方という○玉城義和委員

か、どういう基準で選考されたのか。

先ほども申し上げましたけ○謝花喜一郎企画部長

れども、やはりプロセスについて客観性、公平性を

持ってできているかどうか、しっかり流れを見てい

ただくためということで、行政法の専門家、それか

ら合意形成の専門家、そういった方々を選出させて

いただいたところでございます。

プロセスということはどういう意○玉城義和委員

味ですか。

合意形成をどのような形で○謝花喜一郎企画部長

進めるかという観点で、我々、これから第２、第３

段階とそれぞれ進んでいくわけですが、この流れの

中で評価項目なども、また技術専門委員会とか検討

委員会で議論いただきますが、そういったものをチ

ェックするといいましょうか、そういったことをこ

の沖縄鉄軌道・計画案策定プロセス検討委員会には

期待しているということでございます。

一方で平成26年度から平成27年度○玉城義和委員

でルートについて検討するということがありなが

ら、一方では初歩的なプロセスというか、合意みた

いなものということが、どうもよくわからないので

す。

まず計画策定のプロセスの○謝花喜一郎企画部長

明確化というものが、実は国土交通省のプロセスガ

イドラインで定められております。その部分を引用

させていただきますけれども、住民参画の取り組み

を位置づけ 透明性 客観性 合理性 公正性をもっ、 、 、 、

て計画策定を進めるためのプロセスを示した公共事

業の構想段階における計画策定プロセスガイドライ

ン、これは平成20年に国土交通省が定めたものです

が、そのガイドラインに準じた計画策定プロセスを

本件においても導入しようということでございま

す。

それで全体的なお話をさせていただきたいと思い

ます。まず、我々はステップを５つに分けて考えて

おります。当初３つでしたけれども、このガイドラ

インを参考にしまして５つのステップを考えており

ます。

まずステップ１といたしまして専門的検討の実施

ということでございまして、この中で検討プロセス

や検討体制等の進め方の共有、これが先ほど御説明

いたしました５名の委員によるステップでございま

す。これは年内をめどに、何を検討するのか、どの

ような体制で検討するのか、誰からどのような意見

をどのように把握するのか、そういったものを検討

していただくことを考えております。

ステップ２というものがございます。これは現状

と課題、将来あるべき姿、そういったものを御議論

いただいて、将来像実現に向けて対策は必要か、そ

の場合どういう対策が必要か、対策を実施した場合

の期待される効果として何が想定されるのか、対策

を考える場合にどのような視点、指標が必要かとい

う評価項目をこのステップ２で考えていただきま

す。これは技術専門的検討というものがございます

ので、そこでまた新たに検討委員会を立ち上げたい

と考えております。平成27年１月から５月ごろをめ

どに、このステップ２を通過したいと考えておりま

す。

ステップ３、これは平成27年６月から10月ごろを

めどにですが、ステップ２で策定しました評価項目

をもとに、評価方法の設定に係る考え方の整理、そ

れから将来像の実現に向けてどういう対策案が考え

られるかなどを具体的に考えていただきます。この

時点からルートについての議論が出てまいります。

ステップ４ですが、平成27年11月から、年明けて

平成28年１月ごろをめどにしておりますけれども、

評価項目に基づく複数案の比較評価をここで行いま
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して、最終的に平成28年２月から３月末をめどに、

比較評価を踏まえた計画案の選定を行っていただく

ということでございます。

先ほど申し上げた委員会といいますのは、あくま

でもステップ１のもので、どのような体制で検討を

行うか、どのような意見を把握するかということを

客観性や公平性を持って見ていただく。県が考える

このスキームでいいのかどうかを、この委員会で御

議論いただくということでございます。事務局でつ

くったものでそのまま突っ走るということではなく

して、事務局が考える案について、これでいいのか

というものを専門家の委員の方にも聞きながら、そ

して県民の方々の意見も聞きながら、丁寧に進めて

いきたいということが県の考え方でございます。

とにもかくにも、実際の建設に向○玉城義和委員

かって走っていると。私はかつて、昭和52年ごろで

したか、1977年ですか、三十七、八年前だと思いま

すが、平良幸市知事のときに、日本国有鉄道の調査

部等々と一緒になって沖縄国鉄導入計画を出したこ

とがありますけれども、要するに、沖縄の鉄道とい

うものは盛り上がったり少し引いたり、そういうこ

とが二、三回あって、やっとここまで来たという意

味では非常に感慨がありますが、実際に今のステッ

プ５まで含めて着工は何年ごろを目途にしているの

ですか。

私はかねがね平成31年まで○謝花喜一郎企画部長

には着工したいということを答弁させていただいて

おります。

県の委員会とか何かということは○玉城義和委員

少し別にして、県の考え方を少し整理して聞いてお

、 、きたいのですが 線路を敷く場合の基本的な考え方

何を基本的に捉まえてセットしていくかというとこ

ろはどうですか。

これにつきましては、先ほ○謝花喜一郎企画部長

ど申し上げましたステップ３で評価項目の議論にな

ると思います。この評価項目をどのような形で捉え

るかが実は大変重要だと思っておりまして、その点

の御質疑だと思いますけれども、これについては我

々は委員会で御議論いただこうと思っておりますの

、 、で ここで発言していいかどうか気になるのですが

あくまでも参考ということで、確定ではなくて参考

ということで申し上げますと、例えば利用客数はど

うなのか、それから事業費はどうなのか、騒音はど

うなのか、振動はどうなのか、ＣＯ 削減はどうな２

のか、景観はどうなのか、実はそういったさまざま

なものが考えられるだろうということは、今推測し

ているところでございます。ただ、これらについて

も、しっかりと県民の意見も踏まえながら、委員会

の中で御議論いただくということでございます。

当然それは事務局案を出さない○玉城義和委員

と、さあ、どうですかという話にはならないわけで

すよね。だから景観もそうだし、いろいろあるかも

しれませんが、要するに、どう線を敷くかというこ

とは、人口とか何かもありますが、県土の再配置と

いうか、県土の有効利用ということが前提になけれ

ばいけないわけですよね。そういう意味で、要する

に、県の持っている哲学というか、こういう沖縄県

をつくりたい、沖縄本島をつくりたいのだというも

のがないと線なんか敷けないわけですね。それを聞

いているのです。

それは全く同感でございま○謝花喜一郎企画部長

して、これについてはしっかりと県も持ってござい

ます。５つございます。検討を開始するに当たりま

して、県の基本的なスタンスですが、まず県土の均

衡ある発展、それから高齢者を含めた県民及び観光

客の移動利便性の向上、中南部都市圏の交通渋滞の

緩和、世界水準の観光リゾート地の形成、駐留軍用

地跡地の活性化、低炭素社会の実現などを図る。そ

ういった観点から、我々は鉄軌道を進めていきたい

と考えているところでございます。

多少漠然と項目を挙げたという感○玉城義和委員

じだけれども、例えばもう少し具体的に言えば、ど

こに駅をつくるかということなのですよね。これは

非常に重要なことで、駅を中心にして駅前広場がで

きて、そこに住宅地を含めてできてきますので、例

えば既存の集落との関係とかが全部出てくるわけで

すね。これは社会形成的なものを全部変更していく

可能性があるわけです。ある面でいえばまた設備投

資とか、そういう景気刺激策にもなるわけで、そう

いう意味で、駅を幾つつくって、それをどこに配置

していくかということは、沖縄本島全体のあり方に

非常に強く影響してくるわけですね。そういう意味

で基本的にどう考えるかということですよ。既存の

住宅地との関係とか、全く新しく町をつくっていく

のか、駅を中心につくっていくのかとか、その辺だ

と思うのですがね。

駅の位置につきましても○謝花喜一郎企画部長

ルートと非常に関連してまいりますし、評価項目を

どこでどう見るかによっても変わってまいると思い

ます。これも想定の段階での答弁にさせていただき

たいのですが、例えば人口の集積状況ですとか将来

の開発予測、それからほかの交通機関との連結が可
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能か、また観光需要、そういったことなどが一応考

えられるのかなと考えております。

私は県議会に来てからずっと同じ○玉城義和委員

ことを言い続けておりますが、１本１時間で結ぶこ

とによって那覇市の過密を解消する、ヤンバルの過

疎を同時に解消していく、そういう効果がなければ

いけないと思うのですね。そういう意味で言って、

例えば少し早いかもしれませんが、ヤンバルへの人

口の移動というか、そういうものはどう想定をされ

ていますか。

この点につきましては沖縄○謝花喜一郎企画部長

県総合交通体系基本計画で我々はしっかり明記して

おりまして、那覇市と名護市を１時間で結ぶという

。 、のが我々の命題となっております これがある意味

当初に申し上げました基本的スタンスの冒頭の県土

の均衡ある発展に資するということがございますの

で、那覇市と名護市を１時間で結ぶということは、

しっかりと我々、柱に据えて取り組んでいきたいと

考えております。ただ、一方でさまざまな意見の方

がいらっしゃいますので、この辺はそういった方々

の声にも耳を傾けながら進めていくということでご

ざいます。この狭い沖縄、そんなに急いでどうする

のみたいな感じで言われたりもするものですから、

そういった方々がいらっしゃるということも事実だ

ということを今申し上げたものでございます。

それはマニアの方で、交通は高速○玉城義和委員

道路で行けばいいではないかと、こういう投書も見

、 。たことがありますが これはとんでもない話ですよ

だから趣味的に話されたのでは困るのです。県とし

て、さまざまな意見がありますみたいなことを言わ

れたら、私は違うと思いますね。やはり何のために

敷くのかということがあるわけで、そこはきちんと

押さえておかないといけないと思います。

それで、１時間で名護市と那覇市を結んだ場合、

地域社会に与える影響、さっき言ったのはどのぐら

いの人口が移動するのかということを聞いているわ

けです。そういう試算はないですか。

今どのような形で人口が動○謝花喜一郎企画部長

くかということだと思いますけれども、我々はその

部分についてデータを持ち合わせていないというこ

とです。ただ、やはりこの間の14日の沖縄鉄軌道・

計画案策定プロセス検討委員会の中でも、いろいろ

細かいデータは備えておく必要があるだろうという

ような指摘がございましたので、可能な限りデータ

をそろえて、委員、それからまた委員にお示しした

ものは基本的には県民の方にも公開するというスタ

ンスで臨ませていただくことにしておりますので、

提供していきたいと考えております。

地域社会がどのように変わってい○玉城義和委員

くのかと、あるいは北部地域にどれぐらいの人口が

移動するのかということは、当然資料で出さないと

説得力がないですね。それはぜひやってほしい。バ

ス会社との関係も出てきますけれども、私は、先ほ

どおっしゃったいろいろな意見があるという言い方

は、やはりこれは我々は趣味でやっているわけでは

ないのでね。国道58号で行くと２時間もかかるわけ

ですよ。４時間以上かかって、混んでいて経済的に

も仕事にならないですよ。そういう話をしているわ

けで、狭い沖縄急いでどこへ行くなんて、こんなこ

とはとんでもない話です。整備新幹線もあるし、全

国でみんなあるではないですか。だから我々はそれ

をずっと言っているわけで、県土の有効利用を言っ

ているわけで、そういう趣味的な話をされては困る

のですよ。ぜひそこはきちんと信念を持って対応し

てほしい。それから早くやって、我々が生きている

間に一番電車ぐらい乗せてほしいと思っていますの

で、ひとつ企画部長、頑張ってください。御決意を

どうぞ。

ようやくここまで来たとい○謝花喜一郎企画部長

う感がございます。私としては、ある意味、県民の

悲願ということは十分認識しておりますので、その

スタンスで、しっかりと取り組んでいきたいと考え

ております。

先ほどの玉城委員の質疑に対す○山内末子委員長

る答弁を訂正したい旨の申し出がありますので、こ

れを許可します。

松永亨市町村課副参事。

済みません、先ほどの答○松永享市町村課副参事

弁で、昨年度の実績で一番大きいところ、本部町の

答弁の訂正をお願いしたいと思います。先ほど、一

番大きい団体は本部町、１億681万8000円と申し上

げたところですが、訂正をお願いします。実績とし

まして、本部町は平成24年度の繰り越しに係る分と

しまして541万1000円、これは繰り越しに係る分で

ございます。それと合わせまして平成25年度に係る

分としまして4037万4000円。これの合算額になりま

して、トータルとしまして4578万5000円が本部町で

最大ということになります。最少の北大東村は、先

ほど申し上げましたとおり188万1000円で変わりご

ざいません。申しわけございません。

それでは休憩いたします。○山内末子委員長

午後０時０分休憩
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午後１時22分再開

再開いたします。○山内末子委員長

午前に引き続き、質疑を行います。

まず議会費からよろしく。

私は議員になって11年を少し超えたかな。そのと

きにはたくさん新聞とか、各階に担当の女子職員も

いて、賃金職員だと思うけれども。最近、本土紙が

、 。なかなかなくて 僕の調べでは図書室だけだと思う

政務調査課とかそういうところはやはり本土紙。僕

、 、らも琉球新報 沖縄タイムスはとっているけれども

やはり本土紙をとって、沖縄問題がどのように報道

されているかとか、また、基地問題がどういう形で

本土紙に取り上げられているかとか、さまざまな課

題があるので。これで一番感じたのは、４・28の主

権問題。この４・28の主権問題は本土紙でもかなり

、 、取り上げられていたので そういうことからすると

政務調査課あたりはぜひ本土紙をたくさんとって―

僕が一番利用しているのではないかと思うけれど

も、活用するということが１つ。

それから、僕も国会にいたので、国会の調査とい

うものはかなり専門職で、国立国会図書館も含めて

やると、諸外国の立法調査とか、さまざまな情報が

。 、入ってくるわけですよね そういうことからすると

今県職員がやっている個々の委員会の記録の校正と

いうか、そういうところに時間をとらないで、もっ

と専門を生かしたほうがいいのではないかと。校正

する時間でもっと調査をやったほうがいいのではな

いかと。

それから３点目は、例えば米軍基地関係特別委員

会。ここは総務企画委員会だとすると、防衛白書を

政務調査課の職員が読んで、自衛隊であるとか、ど

ういう情報が入っているよとか、こういうことも含

めて各委員会の担当職員がみずから調査したものを

議員に提起できるように。そうしてくると専門職だ

から職員も楽しいのではないかなと。我々が例えば

いろいろな資料をお願いするときに、既成の資料、

僕らが知り得ていない情報を職員が我々に提供して

くれると非常にありがたいなと。そういうことで、

ぜひその辺も議会事務局長にお願いしたいと思って

います。

質疑が３点あったと思い○比嘉徳和議会事務局長

ます。まず１点目の新聞の購読については、委員御

案内のとおり、現在、県議会の図書室には、毎日新

聞、朝日新聞、読売新聞、日本経済新聞、産経新聞

の本土５紙を置いて、議員全員の閲覧に供している

ところでありますけれども、議員によっては、そこ

から切り抜きしたり、さまざまな活用をしたいとい

う御趣旨だと思います。これについてはどのような

形であり得るのか、切り抜き用のものをもう少し置

いておくとか、いろいろ検討させていただきたいと

思います。

それから、政務調査課の職員が記録の校正に時間

をとられて、もう少しほかの活動をしたらどうかと

いう趣旨かと思いました。委員会の記録の校正とい

うものは、ある意味、事務局の本来業務の一つでも

あって、校正することによって委員会で何が起きて

いるのか明確に把握したり、次の委員会への対応が

滞りなくできるようなことにもつながるかなと思い

。 、 、ます 一方で それに余りにも時間をかけ過ぎると

委員がおっしゃった調査活動というものに支障が出

るかなと思います。そのような意味で、ある程度外

注できるものは外注しているところであります。た

だ、全部が外注となると、直ちに委員の発言を確認

したいとか、そのような緊急のニーズに応えること

、 、ができなくなりますので どの部分が外注できるか

どの部分が効率化できるか、これについても少し検

討させていただきたいと思います。

３点目が、これも政務調査課の職員に対するリク

エストだと思うのですが、防衛白書とかさまざまな

資料を読み込んで議員に提供したり、もしかしたら

ディスカッションしたりということまで望まれてい

るのかもしれませんけれども、これについては、我

々職員は常にアンテナを張って、情報収集に努めて

いきたいと考えております。

ちなみに、来年度から、議会事務局職員の中から

１人、内閣法制局に派遣いたしまして、内閣法制局

での職員のありよう、情報収集のありよう等々を研

修させてまいりますので、それも今後、事務局職員

の資質向上につなげていきたいと考えております。

―失礼しました 今 私は内閣法制局と言ってしまっ。 、

たかもしれませんが、衆議院法制局の間違いですの

で、おわびして訂正させていただきます。

１つは、例えば僕らはいつも現場

を見に行きますよね。だから政務調査課とか、各委

員会の皆さんも含めて、やはり自分たちで現場に行

けて調査できるような。例えば基地問題は、キャン

プ・ハンセンとかキャンプ・シュワブの埋め立ては

結局今どうなっているかということは、我々だけで

はなくて職員も知る必要があると思うのです。高江

がどうなっているかとかね。基地問題だけではなく

て、例えば台風被害でも、委員会で決める前に直接
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調査に入ると、また委員会でこういう報告ができる

ではないですか。そういう敏速なことをやってくれ

れば非常にありがたいなと。こちらは報告を受ける

だけだからね。例えば農林水産部の報告を受けるだ

。 、 、け そうではなくて そういうものをやってくると

職員も非常に活気づくのではないか、やる気満々に

なってくるのではないかと思うけれども、どうです

か。

議会事務局職員とか議会○比嘉徳和議会事務局長

事務局の本来的な役回りは、委員会活動を補佐する

ということですが、議会活動、委員会活動の中で補

佐するといった場合、日常的な課題として現場に職

員が出向くということは、恐らく今までやったこと

がないところなので、業務との兼ね合いでできるか

どうかも含めて、これも少し検討させていただきた

いと思います。

だから補佐という場合は、失礼な

言い方をすると、ただ議員の下請というか、そうで

はなくて、主体的に調査をして、それを報告すると

いうことが一番気合いが上がるのではないかと僕は

思うけれどもね。やりがいもあるし。それは検討し

てください。

企画部長、25ページ。実は僕も皆さんから紹介を

受けて、佐賀県の重粒子線がん治療センターへ行っ

て勉強してきました。向こうの特徴は、いわゆる公

設民営なのだね。そういうところと、これから皆さ

んがつくろうとしている重粒子線のものとの違いを

聞かせてください。

私は佐賀県はタイミングが○謝花喜一郎企画部長

悪くて行けなかったのですが、県が今考えている重

粒子線治療施設は公設民営方式です。具体的に申し

上げますと、重粒子線の装置は、正確な数字は後ほ

ど確認しますが106億円かかります。これが結構金

額を占めますが、これは県で整備する。建物につい

ては当然、運営主体で建ててもらうわけですが、こ

れに対しては補助をしようということを考えており

ます。県が持っている装置をその運営主体に貸与し

て、事業をやっていただくということを考えておる

ところであります。

こういう写真とか図面とかは、皆

さんのところにあるのですか。

今はまだ構想段階でござい○謝花喜一郎企画部長

まして、例えば国立研究開発法人放射線医学総合研

究所―放射線医学総合研究所とか佐賀県とかの資

料、パンフレットは我々は入手しておりますけれど

も、どういった設計にするかについてはまだまだこ

。 、 、れからでございます 今 県が考えておりますのは

放射線医学総合研究所で研究している次世代の３Ｄ

のガントリー方式の重粒子線治療施設を導入しよう

と考えております。これについては放射線医学総合

研究所といろいろ意見交換などもしておりますの

で、そういった情報が入れば、それは公開できると

思っております。

全国に大体幾つあって、それで沖

縄は何番目につくられて、それから経営が成り立つ

か成り立たないか、その辺の分析を説明してくださ

い。

今、全国で設置され○富永千尋科学技術振興課長

ている重粒子線施設は全部で４カ所でございます。

一つは先ほど企画部長からも紹介がありました千葉

県にある放射線医学総合研究所の重粒子医科学セン

ターというところ、その次に兵庫県の施設、それか

らあと群馬大学にまた一つあります。あと、先ほど

委員がおっしゃられた佐賀県のものは九州国際重粒

子線がん治療センターということで、鳥栖市のほう

にございます。

４つの施設の大体の経営分析はど

うですか。

経営分析といいます○富永千尋科学技術振興課長

か、大体採算がとれているかということですが、見

たところ、おおむね全ての施設で採算ラインに来て

いると。済みません、佐賀県のほうはまだ開設した

ばかりですが、今、目標の患者数を超えているとい

うことでお話を伺っています。

これは開院してからすぐに採算を

とれるの。普通、常識的には、開院した後すぐは採

算がとれないと思うけれどもね。

済みません、先ほど○富永千尋科学技術振興課長

申し上げましたのを訂正させていただいて、最初に

初年度の目標の患者数がありまして、それは一応超

えているということでございます。

要するに、沖縄県は５番目になる

わけですね。

今、建設予定中のと○富永千尋科学技術振興課長

ころに神奈川県と大阪府がございます。神奈川県の

ほうが少し先にできるかなと考えていますけれど

も、大阪府が沖縄県とどれぐらいになるかというこ

とはわかりません。

沖縄県は人口140万人。佐賀県は

交通の便がよくて九州各県からそこにとなると、採

、 。算性からすれば 大都市の中に存在しているわけね

沖縄県だけで140万人の県民が対象になる。この辺
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の採算は、経営分析上どうですか。

手元に資料がありませんけ○謝花喜一郎企画部長

れども、県が一般社団法人沖縄県医師会に委託して

行った調査によりますと、県内で100名ほどのがん

患者が見込めるだろうと。それから、県外から200

名ほどはまず可能だろうと。これは国立の結核の病

院とか放射線医学総合研究所とか、いろいろなネッ

トワークを通してやると。あと、また海外からも、

沖縄県は東アジアに近いという地理的優位性を生か

しましてそういったことをやれば、400名から500名

は集患が可能だろうというデータが出ていると記憶

しております。

今、例えば沖縄県立中部病院とか

民間に、放射線技師を含めてレントゲンがあります

ね。今そういう機器を持っている、放射線治療をし

ている病院は県内に幾つありますか。

がん拠点病院という○富永千尋科学技術振興課長

形で放射線治療ができる病院がございます。これが

琉球大学医学部附属病院と沖縄県立南部医療セン

ター・こども医療センター、沖縄県立中部病院、あ

と地方独立行政法人那覇市立病院。拠点病院という

位置づけでは県立病院と大学病院ということになっ

ております。

そういう機器を持っているのは

バッティングするよね。だから僕が聞いたのは、重

粒子は大体これぐらいやりますよと。今僕が説明し

たのだって、ここまでの治療は今までの放射線で大

丈夫だと。だから、この深さを検証するときに重粒

子が必要であると。その辺の分析はどうなっている

かということを僕は聞いているわけです。

重粒子線による放射○富永千尋科学技術振興課長

おっしゃったとおり、深いところのがんに非常に効

くと。放射線治療をする場合、表面まで影響がある

ということがあって、それを要するに深部でとめる

ところで効果があります。そういう中で複数、最適

だと言われているがんの種類がありまして、今回、

前年度の調査で大体100名から150名ぐらいと推定し

ているのは、その対象になるがんの方たちがおおむ

ねこれぐらい推計できるだろうということで推計し

ております。

皆さん分析していると思うけれど

も、今、放射線でがん治療を受けている患者さんは

県内で何名ですか。そこまで分析しないと経営はな

かなか難しいよ。

まずこの推定です○富永千尋科学技術振興課長

が、前年度の調査では、沖縄県のがんの患者数は、

2008年の数字で3191名というベースのもとに、これ

に重粒子線を適用される患者数の割合を、先行して

いる県の比率を使って推計して、例えば１年目は47

名から102名、２年目は89名から93名、３年目は137

名という推計をしています。

深さ浅さが問題だから、しかも１

回だろうが２回だろうが150万円かかりますよと。

そういうところも分析して、患者さんが来るか来な

いか分析してくださいね。そうしないと、つくった

後、大変なことになる可能性も出てくるので。競争

が激しくなってくるからね。しかも140万人の人口

であるということで、立地条件としては悪い条件で

あるわけです。

もう一つ、これは10年で約1800億円経済効果があ

りますということは、１年で180億円だよね。こん

な分析、ありますか。１年で180億円だから、これ

はすごくもうかるよ。たくさんつくったほうがいい

よ。これはどこで出したの。

今のは主要施策の成○富永千尋科学技術振興課長

果に関する報告書の中にあるもので、これは経済効

果を全部で４つに分けています。一つは医療そのも

のから出る効果、もう一つは教育、例えば今想定し

ているのは医療関係の教育機関の立地も想定してい

るのでその部分、あと、これに伴う研究開発、あと

は学会とかそういうものの交流ということで、そう

いう形で一応経済分析をして、この10年分の効果と

いうことでこの1800億円というものを出しておりま

す。

余りこれにかかわりたくないけれ

ども、よそもそういう分析をしているの。よその既

成の重粒子線治療、放射線治療もそういう分析をし

ているの。

今少しお伺いする○富永千尋科学技術振興課長

、 。と 群馬県の事例では医学部に附属施設があります

そこで一応経済効果は出されていると。

経済効果というものはどういう分

析をしているの。波及効果か、それとも……。

申しわけありませ○富永千尋科学技術振興課長

ん、波及効果です。

１つは、今の視点とはまた少し別の視点になるか

もしれないですが、もともと放射線治療そのものが

余り県内も国内も少ないということで、こういう重

粒子線治療を通じて放射線治療そのもののパイを広

げていくということが１つ考えられるかなと思いま

す。
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少し認識が甘いので、もう少し分

析を聞かれたらぱっと納得できるような分析の仕方

をしてください。

沖縄振興一括交付金ですが、この繰り越しをした

ものを諸収入に入れてあるね。それが１つ。２つ目

は、繰り越しが90億円になっているので、この90億

円の繰り越しの内容はどういうことなのか。不用額

が37億円あるので、これはもう少し詳しく説明して

くれませんか。

繰越額の90億円の内容を○松永享市町村課副参事

御報告しますけれども、市町村の沖縄振興特別推進

交付金の合計額が、億単位で申し上げますと、約89

億円。

内容を話してくれればいい。数字

はいいです、内容だけ。どうして繰り越しが90億円

なのか、この内容を言ってちょうだい。数字はいい

のよ。

平成25年度分と平成24年○松永享市町村課副参事

度からの繰り越しの合計で約90億円の繰り越しがご

ざいます。この要因でございますけれども、内容と

しましては、例えば計画変更でありますとか、設計

調整におくれが生じたものでありますとか、資材の

入手が困難であったもの、あるいは関係機関との調

、 、整がおくれたもの さまざまなものがございまして

こういう要因の中でトータル的に90億円の繰り越し

が出たということでございます。

繰り越しが多い市町村というもの

はいつも一緒か、それとも新しい繰り越しが出てき

ているのか。もう３年目だから、90億円というもの

は多過ぎるのだよ。

御承知のとおり、平成24○松永享市町村課副参事

年度からの制度でございますので、まだ２回目の繰

り越しということになります。現状として繰越額が

大きい団体を御紹介しますと、一番大きいところが

那覇市、次いで与那原町、そして名護市という順番

で今繰り越しが多い。平成25年度に関していえば、

その３団体が多いという状況になってございます。

繰り越しになって、また次は収入

に入れて、またそれを国庫支出金で頼んで、また県

で流すわけ。

沖縄振興特別推進交付金○松永享市町村課副参事

につきましては、年度が終了してから実績の報告を

国に行うことになりますので、県からの実績報告に

基づきまして国からの確定通知を受けて、それに対

して請求して、年度が明けた４月末に支払われるこ

とになりますので、その分は国庫として受け入れる

というものではございません。

繰り越しされると、各市町村にお

金が残るのではなくて、皆さんに返金するの。

繰越分に関しては、年度○松永享市町村課副参事

が明けて、改めてまた国に請求していくことになり

ます。

諸収入に入っている額につきましては、先ほど申

し上げましたとおり、この沖縄振興一括交付金は平

成24年度からの制度でございますけれども、平成24

年度から平成25年度に繰り越した事業に関して概算

払いが受けられなかったという状況がございます。

平成24年度から平成25年度に繰り越した事業に関し

ましては県で立てかえ払いをしておりまして、年度

が明けた平成25年度になってそれを諸収入として受

け入れたということでございます。

まあ、複雑だから。

次に、基地補正の今の状況を説明してくれません

か。

普通交付税の算定におきまし○宮城力市町村課長

て、基地所在市町村におきましては、基地に係る財

政需要を需用額で割り増しして算入しております。

その算定の基礎としましては、アメリカ合衆国軍隊

の構成員、軍属及び家族の数、アメリカ合衆国軍隊

の用に供する土地の面積、そして自衛隊の用に供す

る土地の面積を基礎としまして交付税上の加算が行

われている状況です。

もう時間がないから、ずばり、構

成員の人数は皆さんはわかりますか。

交付税の算定におきまして○宮城力市町村課長

は、これらの数値について総務大臣が通知をするこ

とになっております。その数値をもとに交付税の算

定をするということで、通知については総務省から

示されることとなっております。

要するに、総務省は、構成員の人

数とか面積とかを明らかにしないで、この額だけを

提示するということですか。

その人数について通知がされ○宮城力市町村課長

るということでございます。

その人数については、県や市町村

にも通達されるということですか。

市町村に対しましては県を通○宮城力市町村課長

して通知することになります。

では、これは県議会に公表できま

すか。

総務省に確認したところ、こ○宮城力市町村課長

れについては非開示扱いになっているということで
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ございます。

これは非常に大きな問題だと思

。 、う やはり特定秘密の保護に関する法律に基づいて

これからこういう問題がたくさん出てくるのではな

いか。前は公表していたわけ。僕も町長時代、よく

わかるわけね。今は公表されない。この理由は何な

のか。ここは僕は問い直す必要があると思う。例え

ば海兵隊がキャンプ・ハンセンに何名いるのか、軍

属が基地外に何名いるか、基地内に何名いるか。こ

、 、 、れは公表しないと 例えば基地外にいる人々 軍属

軍人、住居を構えているわけだから、日常的に生活

するわけよ。そこに誰が住んでいるかわからないの

で。

これは僕は知事公室長にも言ったけれども、ここ

ははっきり市町村にやるべきだよと。誰が住んでい

るかわからなくても、ここは外人住宅で、外人が何

名住んでいるというぐらいは市町村に報告すべきで

はないかと言ってきたので。

委員長にお願いしたいのは、ぜひこれを公表して

いただきたいと。そこだけ言っておきましょうね。

補足でよろしいですか。総務○宮城力市町村課長

大臣から通知される通知につきましては、それぞれ

の市町村に所在する人数で、基地内にいる、あるい

は基地外にいるという区分で通知されるものではご

ざいません。

僕も内容は大体わかるよ。

終わります。

當間盛夫委員。○山内末子委員長

企画部長、まず、午前中の皆さん○當間盛夫委員

からも聞かれたとは思うのですが、42億7000万円と

いう不用額の出し方は、企画部長としては多い少な

いをどういう形で見られているのですか。内容的な

面からしても、沖縄振興一括交付金、市町村のもの

からしたら大した額ではないとか、どういう認識を

持っていますか。

沖縄振興一括交付金の不用○謝花喜一郎企画部長

額42億円が多いか少ないかという御質疑ですが…

…。不用額ですか。

42億円は不用額だけれども、沖縄○當間盛夫委員

振興一括交付金の37億円というものはわかるけれど

も、この不用額の出し方を企画部長としてどう考え

るか。

不用額は入札残とか事業計○謝花喜一郎企画部長

画の変更などによって生ずるものだと思いますけれ

ども、ただ、せっかく国からいただいた交付金です

ので、この不用額はできるだけ少ないほうがよろし

いかと考えております。

この中でやはり一番大きいのが○當間盛夫委員

さっきの沖縄振興特別推進交付金、37億円ですか。

企画部長、国庫だから全部返還という話なの。これ

はどのように処理されるのですか。

沖縄振興特別推進交付金○松永享市町村課副参事

に関しましては、返還ということではございません

で、年度終了後、県から内閣府に実績報告をする。

年度が明けた４月とかの期限が打たれておりますけ

、 。れども そこで国に実績報告をすることになります

その後、県に対して国から額の確定ということで、

確定通知を４月中旬ぐらいにもらいまして、それに

対して同じく４月中旬ごろに内閣府に対して請求す

る。その上で４月末になって支払われるという流れ

になります。したがいまして、内閣府に提出する実

績報告の中に不用額は計上されてきませんので、国

庫の受け入れもございませんで、不用額を国に戻す

作業もございません。

戻すとかそういう性質のものでは○當間盛夫委員

、 、ないということはわかったのですが でも企画部長

37億円というものは、やはり各市町村の予算等々を

考えると金額的には大きいですよね。那覇市の沖縄

振興一括交付金でも50億円ぐらいでしょう。37億円

となってくると、幾つかの市町村の分になってくる

はずだよね。１市町村にやると５億円とか、少ない

と２億円、３億円という数字になってくるのだけれ

ども、沖縄振興一括交付金はそういう意味で県の指

導、市町村の自主性ということで任せているのに、

逆にもう知恵がないのかと思われても仕方ないのか

なという数字になってくると思うけれども、その辺

は、企画部長、どのように考えますか。

いわゆる不用額ということ○謝花喜一郎企画部長

で、例えば交付を受けた額を事業計画を立てること

ができなくて使えなかった、イコール不用額という

ことではございませんで、事業を行ったけれども入

札などをしたら入札残が出たとか、また、一部事業

計画の変更を行って、当初考えていたよりも事業が

縮小されて、結果として不用額が出た、その積み重

ねが平成24年度、平成25年度合計で37億円という数

字になるわけでございます。ただ、先ほども申し上

げましたけれども、せっかく国からいただいた交付

金ですから、可能な限り不用額は少ないほうがよろ

しかろうということで、やはりこの不用額の縮減の

対策は重要だと認識しているところでございます。

計画が甘いと言われても仕方ない○當間盛夫委員

。 、ね そういう部分での積算がなっていないところも
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今の企画部長の説明になってくると、この事業をや

ればいいだろうと、ある程度ざるみたいな見積もり

をとって、その分のものがこれだけで済んだという

形。

国の税金を使っているわけだから、やはりもう少

、 、し市町村の皆さんにも 今度も補正で５地域ですか

裏負担もやってくるわけですから、この市町村が10

年後どういう市町村になっているのか、我々は再三

そのことを皆さんに言っているわけですから。この

沖縄振興一括交付金を使って41市町村の将来像を見

ないと、ただ不用額がけしからんという話ではなく

、 、て この予算的なものをしっかりと活用することで

その市町村のあり方を示していかないといけないの

ではないかと再三申し上げておりますので、お願い

をしたい。これはもう答弁は要りませんので。

その中で、事故繰越というものが２億1000万円あ

るのだけれども、この事故繰越とはどういうことな

のですか。

事故繰越が４件ございま○松永享市町村課副参事

して、トータル２億1400万円余りになってございま

。 、 、 、す 内容としまして 那覇市で１件 名護市で２件

粟国村で１件、トータル４件の合計２億1000万円余

りが事故繰越になっているということでございま

す。

事故繰越とは何ですか。那覇市が○當間盛夫委員

１件とかではなくて、何が事故繰越か。

那覇市の１件でございま○松永享市町村課副参事

すけれども、事業名を申し上げますと、那覇・福州

友好都市交流シンボルづくり事業の１件でございま

す。名護市の２件でございますけれども、１件が喜

瀬交流プラザ整備事業、もう一件が地域力発信交流

拠点施設整備事業、粟国村で申し上げますと多目的

施設整備事業、この４件でございます。

那覇・福州友好都市交流シンボル○當間盛夫委員

づくり事業というものは龍柱の件なの。違うよね。

あれは平成25年度の予算か。

平成24年度事業が一旦平○松永享市町村課副参事

成25年度に繰り越して、さらに平成26年度に繰り越

したのがこの事故繰越の４件でございますけれど

も、那覇市の龍柱の事業に関しましては、平成24年

度の事業でも１つつくっておりまして、平成25年度

の事業でもつくってございます。この事故繰越のも

のは、平成24年度につくったものが、平成25年度、

平成26年度と２年間繰り越されてきているものでご

ざいます。あと１個、平成25年度の事業も繰り越さ

れて、平成26年度に繰り越しとして来ているという

龍柱の２事業でございます。

事故というから何か取りやめた部○當間盛夫委員

分なのかなとか、いろいろ思うのだけれども、平成

24年度にやっていたものが平成25年度になってし

まった、平成25年度のものが平成26年度になるよと

いう流れなわけね。我々、事故となると、やめたの

かなという思いがあるものだから。

この那覇市の件の事故繰○松永享市町村課副参事

越の内容をお伝えしますと、設置の場所とかデザイ

ンに関して再検討が必要で時間を要したとか、ある

いは中国から物を仕入れる事業でございますので、

中国側で作業体制の確保が困難、先方の都合でどう

しても時間を要したという理由がありまして、事故

繰越ということになってございます。

企画部長、これはどこまでどう認○當間盛夫委員

められるの。龍柱のあれは工事も何も始まっていな

くて、聞くところによると、穴は掘ったけれども、

また知事選挙が始まってきたから穴を埋め戻したと

いう話もあるのだけれども、こんな繰り越し、繰り

越しで認められるものがあるの。

今御説明したとおり事故○松永享市町村課副参事

繰越ということで、平成24年度が今年度まで繰り越

されてきている状況でございますけれども、那覇市

に確認して、今年度内には終了する見込みで今作業

が進められていると聞いてございます。

では、これは年度内につくる形に○當間盛夫委員

なるわけね。わかりました。

次に、これは皆さんの主要施策の成果に関する報

告書の17ページ、交通体系の整備。交通運輸対策費

ということで、約50億円予算がありますね。支出は

42億円ということで、繰り越しが５億8000万円、不

用額も5700万円余り出している。交通の部分だけで

これだけ大きな予算を使っているわけですから、こ

の繰り越しとかはどういう部分があるのですか。

繰越事業は、まず離島航路○嘉数登交通政策課長

、 、運航安定化支援事業 これは離島のフェリーの建造

または買い取りを支援する事業ですが、平成25年度

は前年度からの引き続きで、伊平屋村、与那国町の

フェリー建造を支援してまいりました。そのうち与

那国航路のフェリー建造過程において、国土交通省

の検査官が法令に適合しているか検査を行うのです

が、バリアフリー化等の対応において設計変更の必

要があるということで、４カ月程度工期が延びまし

た それで繰り越しをしております これが１億9497。 。

万1000円でございます。結果として繰り越しはされ

ておりますけれども、７月２日に完成し、７月18日
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に初就航が行われております。

もう一件、公共交通利用環境改善事業ですが、こ

の事業はもろもろ事業をやっておりますけれども、

目的としましては、公共交通の利用環境を改善し、

自動車から公共交通への転換を図ることによって、

公共交通利用者の増大、あるいは県民、観光客の移

動利便性の向上、交通弱者の移動の確保、中南部都

市圏の交通渋滞の緩和を図ることを狙いとしており

ます。その中の一環として、ＩＣ乗車券システムの

開発、導入を沖縄都市モノレール株式会社、それか

らバス４社において進めております。

平成25年度は、このシステムの詳細設計、システ

ム開発に取り組んでおりましたけれども、平成26年

４月、消費税増税がありまして、年末にかけて運賃

改定という作業がバス会社において発生してまいり

ましたので、実際のシステム開発に係る要件定義と

いうのですか、仕様を決める調整がなかなか前に進

まなかったということがありまして、結果としてこ

こで３億8943万1000円の繰り越しが生じておりま

す。ただ、全体のスケジュールでいいますと、沖縄

都市モノレール株式会社においてはことし10月、バ

ス４社においては来年４月のスタートを目標にして

おりましたので、全体のスケジュールにおいて遅延

は生じておりません。

この中で、企画部長、フェリーは○當間盛夫委員

順調ですか。県が離島の船のことをやるのは。

買い取り、それから建造支○嘉数登交通政策課長

援とも順調に進めてきております。

その分の予算で買うわけですね。○當間盛夫委員

自己負担がないわけね。離島関係は今までであれば

年間１億円余り、リース等を使っての支払いがあっ

たはずです。１億五、六千万円ぐらいあったのでは

ないかと思うけれども、それがないということに

なってくると、間違いなく運賃にそれが反映されて

。 。こないといけないですね 運賃は低減されているの

航路の運賃につきまして○嘉数登交通政策課長

は、離島住民等交通コスト負担軽減事業、飛行機賃

と船賃を低減する事業、そこにおいて約３割から７

割の運賃低減が図られていることになっておりま

す。

違う違う。交通政策課長、僕が聞○當間盛夫委員

いているのはそうではなくて、これは村が持ってい

る部分だよね。例えば南北大東村であれば民間に委

託している。その皆さんの努力で運賃は下がってい

るのですかということ。皆さんが３割補充した云々

ではなくて。

我々がこの離島航路運航安○謝花喜一郎企画部長

定化支援事業を導入した経緯というものは、やはり

これまでのスキームでは毎年毎年のリース料が町村

の財政を圧迫しているという背景がございました。

當間委員が御指摘のとおり、建造、また買い取りと

いう形で、その分の負担が軽減するのは御意見のと

おりでございます。我々は、やはり将来的にあるべ

き姿としましては、その分について運賃の低減化を

独自で図っていただきたいということは、いわゆる

出口の効果として期待しているところではございま

す。

、 。○當間盛夫委員 企画部長 将来的にはではないの

県がやることで負担が減るわけだから、関係市町村

がそのことをもって運賃を低減させるために我々は

やったはずです。では、県でやりましょうと。これ

は将来的に云々ではなくて、向こうも人件費がか

かっているのだとか、そういったものはいろいろあ

るでしょうけれども、でも、船を買う、リースは負

担軽減になっているわけだから。各市町村、例えば

運賃を5000円にしているものを2000円にしたら、残

り3000円が年間どれだけになるということもやはり

出してもらわないと、離島振興ということでやりな

がら、結果的に離島に行く部分が住民のものにもな

らない、観光客に向けても全く意味合いをなさない

、 。ということでは 何のためにこのことをやるのかと

この事業を導入した目的○嘉数登交通政策課長

は、まずはバリアフリー化等を図っていく必要があ

るということと、先ほどおっしゃっていたリース料

というものが各市町村、それから民間航路事業者に

おいても赤字を出しているところがありますので、

そういったリース料負担が非常に大きいということ

がありまして、そのリース料負担を減らしていけな

いか、つまり赤字が減らせないかという目的で、初

期投資に対して補助をやっているということでござ

います。その事業の効果としまして、当然リース料

等が軽減されますので、確かに航路事業自体は従前

よりも楽にはなりますけれども、欠損自体が全て解

消される状況にはなっておりません。

ただ、公営航路、民間航路事業者に対してお願い

していることは、仮に公営航路において完全に黒字

化しましたということになった場合、当然船は耐用

年数がございますので、次期の船舶更新に向けて、

特定目的基金に次期船舶の建造にかかる費用を積み

立てておく必要があるということで基金を設けさせ

ております。

それから 民間航路事業者においては 黒字になっ、 、
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た暁には、当然當間委員がおっしゃっているような

住民、利用者への還元ということがありますので、

そこは運賃の低減について検討してくれるよう、お

願いしているところでございます。

皆さん、例えば久米島町とかそう○當間盛夫委員

いったところにしても、この辺が不透明なのだよ。

結局赤字にしておかないと、そういった部分のもの

をやらない。沖縄総合事務局を含めて、補助を含め

てそういった部分はなかなかやらないところがあ

る。その辺は沖縄総合事務局を含めてもう少し整理

したほうがいいのではないの。結局、運賃を低減す

ると、皆さんそういった部分にいろいろな仕組みが

あるけれども、現実にはこれだけのお金を出して建

造しているわけだから、低減しないほうが一般的に

考えておかしいでしょう。どんな仕組みがあるのか

わからないけれども、これだけのものがあって何で

運賃が低減されないのかということを皆さんもう少

し整理しないと。

今、當間委員がおっしゃっ○嘉数登交通政策課長

ているのは、船舶建造にかかる補助金の部分と、結

果として欠損補助で赤字が出る部分に対する補助の

関係をおっしゃっていると思っております。船舶建

造支援のイニシャルコストを示しますと、赤字額が

減ってまいります。この赤字額に関しましては、国

と県と市町村で赤字を埋めるための補助をやってお

りまして、結果、船舶建造の補助をしますと赤字が

小さくなってくるということがございます。直接住

民に行っている形にはなりませんけれども、市町村

の負担は減っているという意味では、住民に対する

負担の軽減にはつながっているのかなと思っており

ます。

いや、それはあるよ。市町村の財○當間盛夫委員

政負担が軽くなるわけだから、住民に対する負担は

軽減されているけれども、何で運賃に反映されない

のか、皆さんはもう少しからくり……。皆さんもい

ろいろなものがあるだろうけれども、それは余り、

皆さんのほうがそういったものをきちんとやってい

るはずだから。

でも、根本的に、これだけのものをやっているの

であれば運賃が低減されて当然だとしか思わない。

我々も離島に行くときに、何でこういう形で船のも

のをやっているのに、久米島町に行くにしても、離

島各周辺に行くにしても、また改めて県が離島に行

く分への補助をしてあげたりとか、そういった仕組

み的なものを整理してやってくださいと。もっとわ

かりやすくつくらないと、皆さんの絡んでいるよう

な制度的なものをぐちゃぐちゃ言っても仕方ないわ

けですから、そのことをしっかりと整理してもらい

たいということを提言していきたいと思っておりま

す。

もう一つ、最後になりますけれども、この交通体

形で、先ほど10月からモノレールでシステムが始ま

る、来年４月からバス。これはまた消費税が上がっ

たらどうするの。

もちろん公共料金について○嘉数登交通政策課長

は消費税転嫁ということになりますので、その分は

転嫁される形になります。

、 。○當間盛夫委員 企画部長 タクシーはどうするの

ＩＣ乗車券システムについ○嘉数登交通政策課長

ては、現在、沖縄都市モノレール株式会社、それか

ら沖縄本島のバス４社で沖縄本島ＩＣ乗車券システ

ム検討委員会をつくって導入を進めておりますけれ

ども、もちろん他の公共交通機関からも、タクシー

を含めて、広げたい、展開したいという声はござい

ます。ですから、この沖縄本島ＩＣ乗車券システム

検討委員会において拡張ワーキングというものを

持っておりまして、僕らは第２ステージと言ってい

、 、るのですが 将来的に電子マネーというような展開

それから他の公共交通機関への展開という部分も議

論していきたいと考えております。

これは将来的でいいのですが、今○當間盛夫委員

タクシーにやってあげないといけないのはこの部分

ではなくて、タクシー乗り場の設置とかドライブレ

コーダーとか、やってあげないといけないものが多

々あるはずでしょうから、皆さん交通体形の整備推

進と公共交通ということで言っているわけですか

ら。

これまで沖縄の公共交通はバス、タクシーという

ものがあったのです。これまで一般質問の中でも、

バスにはシステムを含めて何十億円という補助があ

るのに、タクシーにはそういったものが一切ない。

これは国も一緒ですが、我々沖縄は特殊だというこ

とで、もう少しタクシーに対してやってもらいたい

と思うのですが、この決意を企画部長に聞いて、終

わります。

そういう御指摘を受けまし○謝花喜一郎企画部長

て、我々は、タクシー事業の活性化を目的に、実態

調査をやりたいと考えております。次年度の予算を

。 、要求しようと思っています 勤務実態とか雇用条件

営業収支、事業上の課題、活性化策、そういったも

ろもろのことについて調査の予算化を検討しており

まして、県としましても、昨今のタクシー業界を取
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り巻く厳しい事業環境を踏まえまして、諸課題の解

決に向けて取り組みを加速させてまいりたいと考え

ております。

大城一馬委員。○山内末子委員長

18ページですが、いろいろとこれ○大城一馬委員

までも委員会、また公共交通ネットワーク特別委員

会でもやってきました。懲りずにまた今回もやって

いこうと思っております。

先ほども玉城義和委員から鉄軌道の件について話

がありましたが、今回、沖縄鉄軌道・計画案策定プ

ロセス検討委員会が立ち上げられて、平成26年度、

平成27年度で県民意見を聞きながら計画を策定した

、 、 、いということですが たしか去年 一昨年でしたか

内閣府が、南部、中部、北部でしたか、何カ所かで

鉄軌道導入についての住民説明会ですか、住民意見

交換会をやったと思うのですが、ああいった手法で

やろうというようなお考えなのか。

14日に行われました第１回○謝花喜一郎企画部長

目の沖縄鉄軌道・計画案策定プロセス検討委員会の

中におきまして、実はコミュニケーション計画とい

うものを提案しております。その中におきまして、

県が県民に対して行いたいと考えているコミュニ

ケーションの方法などを提案したわけですが、具体

的に申し上げますと、例えばニューズレターの配布

というものを考えております。これは沖縄鉄軌道

ニュースというものの創刊号を、できれば11月上旬

から50万世帯に、市町村に御協力いただきながら配

布したいと考えております。それから、オープンハ

ウスといいまして、商業施設とか市役所ホールでの

パネル展示なども実施したいと考えております。あ

とウエブサイトですとか、当然各圏域別の行政説明

会もあわせて行いたいということです。

先ほども申し上げましたニューズレターの配布の

中には、後納郵便料金の仕組みを取り入れまして、

切って封筒に張りつけると無料で県に自分の意見が

届くという仕組みも提案しておりまして、そういっ

たことを通しまして多くの県民から幅広く意見を賜

りたいと考えているところでございます。

ニューズレターとか、オープンハ○大城一馬委員

ウスとか、郵便無料ですか、いろいろなことであり

ますが、この手法はどういう目的なのですか。

やはりこの鉄軌道というも○謝花喜一郎企画部長

のは、実現するとなると、県の試算で6000億円を超

えるビッグプロジェクトになると思います。また、

鉄軌道の導入というものは、ある意味、県民の悲願

でもあると認識しております。そういった事業を行

うに当たりましては、県民の方々から幅広い意見を

お伺いして、県民の合意形成に取り組むことが極め

て重要だろうということから、そのようなコミュニ

ケーションの手法を取り入れたところでございま

す。

県民から幅広い意見を取り入れた○大城一馬委員

いと。どういった目的を持って、目標を持ってその

意見を……。やはりそれなりのイメージがあると思

うのですよね。何かをもって意見を取り上げるとい

うことの説明を少ししてもらえませんか。

各段階ごとに県民の意見を○謝花喜一郎企画部長

賜りたいと考えています。ステップ１からステップ

５まで御説明させていただきましたけれども、今、

年内でと考えております第１段階の検討プロセスや

検討体制の進め方について、先ほど申し上げました

ニューズレターで、実はこういったことを考えてい

るのですよということを御紹介させていただきま

す。これに対しまして、例えば今我々が考えている

案としましては、進め方に関する県の基本姿勢とし

てどうでしょうかとか、検討の対象を構想段階とす

ることについてどうでしょうかとか、今回、第１回

の沖縄鉄軌道・計画案策定プロセス検討委員会で県

が示したものを説明いたしまして、それについて御

意見を賜るようなことを考えております。

それぞれのステップごとに検討委員会等で議論さ

れたものについて情報を提供して、幅広く意見をと

るということでございまして、各段階ごとに意見を

賜るのが基本となっております。

一言で言えば、鉄軌道の必要性と○大城一馬委員

いうことですよね。

必要性についても重要な段○謝花喜一郎企画部長

、 、階だと思っていますが この必要性はステップ２で

年明けてからですが、１月から５月ごろをめどに新

たな委員会を立ち上げますので、その際に幅広く意

見を賜るようなことを考えております。

いろいろな手法を使って県民に鉄○大城一馬委員

軌道とは何かを周知する、それはそれとして当然必

要性はあるでしょう。そこで、私は毎回お話しして

、 、 、 、いるのですが レター 説明会 オープンハウス等

幅広い意見を取り入れる、また広報紙的に県民に知

らせる、周知するということもいいのですが、私は

やはり実験路線。

何回も何回も、この間の特別委員会でも提案しま

したけれども、先ほどの企画部長の答弁で、平成31

年度にはぜひ着工に持っていきたいというようなお

話もありました。そういったことも踏まえて、やは
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り実際鉄軌道とはこういったものですよと。これは

ＬＲＴも含めてですが、じかに目に触れさせ、じか

に乗ってもらって、その利便性、快適さ、そしてや

はり渋滞解消、低炭素対策も含めて鉄軌道というも

のがいかに沖縄に必要かをしっかり周知するため

に、いろいろな広報的な周知もいいのですが、やは

りそういう実験路線ということをもっと真剣に、

しっかりと検討してもいいのではないかと思うので

すが、どうでしょうか。

14日の委員会でも、ある委○謝花喜一郎企画部長

員の方から、子供たちにもわかりやすい広報のあり

方という御意見がございました。その一つの方策と

して、今、大城委員がおっしゃったことも大変意義

深いものだと思っております。事業を行う場合に、

開業効果の高い箇所とか施工しやすい箇所からやる

ということが基本的に行われていることでございま

すけれども、やはり事業の全体計画を立てた上で、

その中で先行して行う箇所というものがある意味通

常行われていることだと思っております。全体計画

の中で先行してできるものがあれば、それはそれと

して、また県として取り組んでまいりたいと考えて

いるところでございます。

スピード性もいいのですが、何も○大城一馬委員

九州から東京まで何時間という話ではないと思うの

ですね。やはり北部の振興、あるいは定住要件を満

たす、いろいろな意味でも軌道系の骨格となる鉄道

が必要であると思っております。

ただ、やはり沖縄は、小さな島で鉄軌道を導入し

ようとなりますので、例えばルートによっては自然

環境の破壊。トンネルをつくってとかという案が出

ておりますけれども、本来、これからの時代は、や

はりまずまちづくりを視点に基本に立って、鉄軌道

を走らせるということが次世代の鉄軌道だと思って

いますが、どうでしょうか。

大城一馬委員の御指摘のと○謝花喜一郎企画部長

おりだと思っております。我々はこの計画案策定事

項として３つ柱を考えております。１つ目は鉄軌道

の整備計画ということで、例えば始発と終着点のお

おむねの位置とかルート、システム、駅の位置の考

え方、それから平面、高架、地下等の考え方、こう

いったものをまず出す必要があると思います。

一方で２つ目にフィーダー交通ネットワークのあ

り方ということで、南北骨格軸を支えるフィーダー

交通としてのネットワーク、この中にはＬＲＴ等い

ろいろ考えられると思いますが、そういったものの

あり方についても検討していく必要があるだろう。

３点目に沿線市町村の役割、これはやはり重要だ

と思っています。どういうことかと申しますと、駅

を考慮したまちづくり計画というものを各市町村に

おいてもしっかり御議論いただきたいと考えており

ます。この３つの柱がしっかり計画として位置づけ

られた暁に、沖縄県が考える鉄軌道の計画案という

ものが国に対しても提案できるのかなと考えている

ところでございます。

平成31年着工をめどにしている○大城一馬委員

と。完成、供用開始はいつごろですか。

まだ○真栄里嘉孝交通政策課公共交通推進室長

ルートが決まっておりませんので、事業期間は定め

ておりません。具体的には、事業区間、延長を決め

てどこを通るか、工法を決めて事業期間が大体決

まってくるのですが、おおむね那覇市から名護市と

なりますと相当延長がございますので、10年程度か

かるのかなと思っているところであります。ただ、

10年でも相当、6000億円以上かかる話ですので、毎

年600億円という話でございますので、事業投入し

てそれぐらいかかる事業なのかなということでござ

います。

とりあえずは平成31年着工、ぜひ○大城一馬委員

これは実現してほしいと。そしてもう一つは、実験

路線、実験ルート、やはり私はぜひ必要ではないか

と思いますけれども、最後に決意を、企画部長。

先ほど申しました全体計画○謝花喜一郎企画部長

をつくることは肝要だと思いますが、３本目の柱で

あります沿線市町村の役割、その中で例えば駅を考

慮したまちづくり計画が先行してすぐれた提案を出

していただける、しかもまた、県が行う事業にも積

極的に協力いただけるということであれば、大城委

員がおっしゃった先行的な事業も可能性としてはあ

るだろうと考えております。

平成26年度、平成27年度と、しっかりと県として

の構想段階における計画を出します。国に対して事

業化の要請をいたします。その間に、特例制度の創

設、事業主体の決定、営業主体の決定、そういった

ものをしっかり我々は国と調整に入らせていただき

たいと思っています。詳細検討を行った上で、環境

アセスメント、都市計画決定、鉄道事業法等のもろ

もろの手続を経て、平成31年の工事着手に向けて取

り組んでまいりたいと考えています。

玉城委員と同じで、私が生きてい○大城一馬委員

るうちにぜひ乗せてください。お願いします。

次に23ページ、沖縄感染症医療研究ネットワーク

基盤構築事業というものがあります。たしかこの件
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は昨年取り上げたことがあるのですが、もう一度こ

の事業の内容を、概略、簡単に説明してください。

これは感染症を対象○富永千尋科学技術振興課長

にする研究で、今テーマとして３つ取り組んでおり

ます。一つはＡＴＬ、成人Ｔ型細胞白血病と言われ

るやつですね、九州、沖縄に多い病気です。これの

予防、治療を目的とした研究。それともう一つは、

。 、畜産動物に対するワクチンの開発 あともう一つは

例えばインフルエンザ等感染症の防御を目的とし

た、遺伝子解析技術を用いた診断方法の開発。この

３つのテーマに取り組んでおります。

この研究事業はプロジェクトがあ○大城一馬委員

りますよね。琉球大学も入っていたかな。そういっ

たところも含めて説明してください。

この３つのテーマそ○富永千尋科学技術振興課長

れぞれ研究チームを組んで事業をしておりまして、

３つのテーマとも一応琉球大学は関係しています。

民間は。○大城一馬委員

ワクチン開発は民間○富永千尋科学技術振興課長

のベンチャー企業が入っていて、あと感染症の部分

では民間の研究所が入っております。

「共同研究プロジェクトを実施し○大城一馬委員

た」となっておりますね。その下に５点、事業の効

果として出ているのですが、この概略を簡単に。例

えば３点目の沖縄の地域資源を活用した新事業創

出、これは新事業創出をしたのかどうかも含めて、

事業の効果について御説明をお願いします。

例えば３点目の新事○富永千尋科学技術振興課長

業の創出という部分ですが、１つはＡＴＬ、成人Ｔ

型細胞白血病に関する診断キットが、今、琉球大学

で開発されています。あと家畜感染症ワクチンの開

発、こういったものが実際に進められていまして、

これが今後、産業化につながっていくのではないか

ということです。

これ以外に、特に昨年、沖縄において東アジアの

感染症会議というものを開催して、沖縄で行ってい

る研究の情報発信とか、東南アジアとのいろいろな

感染症関係に関する連携、こういったものも取り組

んでおります。あとＡＴＬに関しては、県内の血液

外来のある病院７つが連携してＡＴＬ外来というも

のを設けております。そこで患者さんのデータを全

部集めて、今後の疫学的な研究に利用する、そうい

う形の体制がかなり整ってきているということで

す。

これは単年度事業ではないですよ○大城一馬委員

ね。平成26年度はどうなっていますか。

この事業は平成24年○富永千尋科学技術振興課長

度から平成26年度までということで、３年間で事業

をする予定になっていまして、この間に今経過を申

し上げた事業化、例えば診断体制の確立、医療機関

同士の連携の構築を目指しております。

場合によっては平成26年度で事業○大城一馬委員

終了となりますけれども、やはりこういった研究は

結構高度な研究だろうと思うのですよ。今後、平成

27年度以降もこの事業というものは継続してやる計

画はあるのですか、平成26年度で打ち切りですか。

今、周辺状況を見て○富永千尋科学技術振興課長

いった場合に、特に沖縄県はアジア・太平洋諸国に

近いということと、国際交流、それから観光、物流

が非常に増大している状況にあります。そういう中

で、感染症対策というものはこれまで以上に非常に

重要になってくると考えます。特に、研究事業の中

に県外の先生方も一緒に入りながら研究プロジェク

トを進めていただいているのですが、特に評価が高

いのは、県内の病院同士の連携がすごくよいという

ことが県外からの評価で、こういった体制は今後も

維持しつつ、感染症防御に対する研究、もしくは体

制の構築を進めていく必要があると思います。そう

、 、 、いうことで 今回の事業の進 も見ながら 来年度

どういう形でこれを発展させていくか、検討してい

きたいと考えています。

沖縄を中心とする東アジア研究○大城一馬委員

ネットワークの構築を世界に広げて、最近アフリカ

から発生しているエボラ出血熱ですか、世界的に拡

大するような状況になっていますので、こういった

研究というものは大事だろうと。ぜひ沖縄が拠点と

なっていろいろな対策を立てられればいいなと思い

ます。頑張ってください。終わります。

、 、 、○山内末子委員長 以上で 企画部長 会計管理者

監査委員事務局長、人事委員会事務局長及び議会事

務局長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席。退席後に要調査事

項及び特記事項について協議）

再開いたします。○山内末子委員長

要調査事項及び特記事項につきましては、休憩中

に御確認いたしましたとおり決することに御異議あ

りませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○山内末子委員長

よって、さよう決定いたしました。
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次に、お諮りいたします。

決算特別委員長に対する決算調査報告書の作成等

につきましては、委員長に御一任願いたいと思いま

すが、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○山内末子委員長

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

本日の委員会はこれをもって散会いたします。

午後２時53分散会
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 山 内 末 子


